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第１章 計画の策定にあたって

１ 計画策定の背景と趣旨

我が国は、諸外国に例をみないスピードで高齢化が進行しており、世界で最も高い高齢化率と

なっています。65 歳以上の高齢者人口は 3,558 万人、総人口に占める割合（高齢化率）は 28.1％

となっており、上昇が続いています。人口減少と少子化・高齢化が進行している中にあって、超

高齢社会に対応した社会のあり方が求められています。

平成 12 年に創設された介護保険制度は、20 年以上が経過し、介護の問題を社会全体で支える

制度として定着してきました。その一方、要支援・要介護認定者の増加や介護サービスの需要の

高まり、さらには団塊の世代のすべての人が 75 歳以上となる令和 7（2025）年や、高齢者人口が

ピークに達するとともに、現役世代の人口が急減する令和 22（2040）年を見据え、制度の持続可

能性を確保していくことがより重要となっています。

相生市における高齢者人口は、令和 2年 3月末現在で 10,356 人となっており、総人口に占め

る割合は 35.6％で、約 3人に 1人が高齢者となっています。また、要介護認定率が高くなるとさ

れる後期高齢者は、令和 2年 3月末で 5,498 人、総人口比 18.9％だったものが、令和 7年には

6,267 人、総人口比 23.0％に増加すると見込まれています。

市町村の介護保険事業計画は、第６期（平成 27～29 年度）計画以降、「地域包括ケア計画」

としても位置づけられ、令和 7（2025）年までの各計画期間を通じて、地域包括ケアシステムの

段階的な構築が目指されてきました。本市においても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人

生の最後まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供さ

れる地域包括ケアシステムの構築に向けた取り組みを推進しているところです。

さらに、国においては、地域社会全体のあり方として、制度・分野の枠や「支える側」、「支

えられる側」という従来の関係を超えて、人と人、人と社会がつながり、一人ひとりが生きがい

や役割をもち、助け合いながら暮らしていくことのできる「地域共生社会」の実現が目指されて

います。

そこへ加えて、新型コロナウイルス感染症の拡大や、近年の災害発生状況を踏まえた柔軟な対

応とともに、これらの備えへの重要性が高まっています。

そのため、本計画は「相生市高齢者保健福祉計画及び第７期介護保険事業計画（以下「第７期

計画」という。）」に引き続き「地域共生社会」の考え方を踏まえながら、継続して地域包括ケ

アシステムの構築を進めるため、加えて現役世代の人口が急減する令和 22（2040）年を念頭に置

き、本市の高齢者一人ひとりが生きがいや役割をもって支えあい、住み慣れた地域で暮らし続け

ることができるまちを目指して策定するものです。

１
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２ 計画の位置づけ

（１）法令等の根拠
高齢者保健福祉計画は、老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号、最終改正：令和 2年 6月 12 日

法律第 52 号）第 20 条の 8に規定する「老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業の供

給体制の確保に関する計画」として策定します。なお、老人福祉法により介護保険事業計画と一

体的に作成することが義務づけられています。

また、介護保険事業計画は、介護保険法（平成 9年法律第 123 号、最終改正：令和 2年 6月 12

日法律第 52 号）第 117 条に規定する「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施に関する計画

（以下「市町村介護保険事業計画」という。）」として策定します。

（２）計画の性格
第６期計画以降の計画は、地域包括ケアシステムの構築のため、令和 7（2025）年までを見通

した計画として策定されてきました。さらに、第８期計画からは、現役世代が急減する令和 22

（2040）年をも念頭に置いた計画として、高齢者人口や介護サービスのニーズを中長期的に見据

えながら策定します。

「高齢者保健福祉計画」は、上記法令に基づく内容に加えて、本市における高齢者の保健福祉

に関する施策全般にわたる計画であり、高齢者に対する保健福祉事業における総合的な計画です。

「介護保険事業計画」は、介護・支援を必要とする高齢者及び要支援・要介護状態になるおそ

れのある高齢者に対する介護保険事業において実施する施策を担う計画です。

（３）上位計画・関連計画との関係
本計画は、本市の総合的な行政運営の方針を示した最上位計画である「相生市総合計画」に基

づきながら、福祉分野における上位計画である「相生市地域福祉計画」をはじめとする高齢者保

健福祉に関連する他分野の計画との整合を図りながら策定します。
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３ 計画の期間

介護保険事業計画は、3年を 1期として策定するものであることから、本計画の期間は令和 3

年度から令和 5年度の 3年間となります。

また、中長期的な視点として、団塊の世代が 75 歳以上の高齢者となる令和 7（2025）年、介護

サービス需要が増加・多様化するとともに、現役世代の減少が顕著になる令和 22（2040）年を見

据えて計画を定めます。

■計画の期間 （年度）

４ 介護保険制度改正のポイント

（１）介護保険制度改革のイメージ
令和 22（2040）年に向けて「現役世代人口の急減」という重要課題に対応しながら、「介護予

防・地域づくりの推進」、「地域包括ケアシステムの推進」及び「介護現場の革新」に取り組み、

地域共生社会の実現を目指していくことが求められています。

H30

(2018)

H31/R1

(2019)

R2

(2020)

R3

(2021)

R4

(2022)

R5

(2023)

R6

(2024)

R7

(2025)

R8

(2026)

R9

(2027)

R22

(2040)

第７期

第９期

第８期

地域共生社会の実現と2040年への備え

制度の持続可能性の確保のための見直しを不断に実施

保険者機能の強化 データ利活用のための ICT 基盤整備

１．介護予防・地域づくりの推進
～健康寿命の延伸～

「共生」・「予防」を両輪とする認知症施策の総合的推進

２．地域包括ケアシステムの推進
～地域特性等に応じた介護基盤整備・

質の高いケアマネジメント～

３．介護現場の革新
～人材確保・生産性の向上～
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（２）第８期介護保険事業計画策定の基本的な考え方

ア 2025・2040 年を見据えたサービス基盤、人的基盤の整備

・令和７（2025）年・令和 22（2040）年を見据え、地域ごとの推計人口等から導かれる介護

需要等を踏まえて計画を策定

イ 地域共生社会の実現

・地域共生社会の実現に向けた考え方や取り組みについて記載

ウ 介護予防・健康づくり施策の充実・推進

・一般介護予防事業の推進に関して「PDCA サイクルに沿った推進」、「専門職の関与」及び「他

の事業との連携」について記載

・高齢者の保健事業と介護予防事業の一体的実施について記載

・自立支援、介護予防・重度化防止に向けた取り組みの例示として就労的活動等について記載

・総合事業の対象者や単価の弾力化を踏まえて計画を策定

・保険者機能強化推進交付金等を活用した施策の充実・推進について記載

・在宅医療・介護連携の推進について、看取りや認知症への対応強化等の観点を踏まえて記載

・要介護（支援）者に対するリハビリテーションの目標については、国で示す指標を参考に計画に記載

・PDCA サイクルに沿った推進にあたり、データの利活用を進めることやそのための環境整備に

ついて記載

エ 有料老人ホームとサービス付き高齢者向け住宅に係る都道府県・市町村間の情報連携の強化

・住宅型有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設置状況を記載

・整備にあたっては、有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設置状況を勘案して

計画を策定

オ 認知症施策推進大綱等を踏まえた認知症施策の推進

・認知症施策推進大綱に沿って、認知症の人ができる限り地域のよい環境で自分らしく暮らし

続けることができる社会の実現を目指すため、５つの柱に基づき記載

・教育等他の分野との連携に関する事項について記載

カ 地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び業務効率化の取り組みの強化

・介護職員に加え、介護分野で働く専門職を含めた介護人材の確保の必要性について記載

・介護現場における業務仕分けやロボット・ICT の活用、元気高齢者の参入による業務改善な

ど、介護現場革新の具体的な方策を記載

・総合事業等の担い手確保に関する取り組みの例示として、ポイント制度や有償ボランティア

等について記載

・要介護認定を行う体制の計画的な整備を行う重要性について記載

・文書に係る負担軽減に向けた具体的な取り組みを記載

キ 災害や感染症対策に係る体制整備

・近年の災害発生状況や新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、これらへの備えの重要性

について記載
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５ 計画の策定体制と方法

（１）相生市介護保険審議会における審議
本計画は、広く関係者の意見を求めるとともに、市民の意見を十分に反映するという観点から、

学識経験者、保健、医療又は福祉の各分野における代表、介護保険の被保険者代表、公募による

市民代表及び市行政機関の代表から構成される「相生市介護保険審議会」において議論・検討し、

これらを踏まえた計画とします。

（２）実態調査の実施

ア 市民アンケート調査

高齢者の意識や生活実態、ニーズ等の把握を行うため、一般高齢者及び要支援・要介護認

定者に対してアンケート調査を実施しました。

イ 事業所調査

サービスの提供状況や事業所における課題とともに、高齢者の生活実態やニーズ、また介

護保険制度に対する意向の把握を行うため、介護サービス提供者である事業所に対してアン

ケート調査を実施しました。

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 在宅介護実態調査

調査対象者
市内在住の65歳以上の方（要支援 1・2 の

方及び要介護認定を受けていない方）

市内在住の在宅で生活している要介護認定

（要介護度 1～5）を受けている方

配布数 2,295 件 600 件

調査期間
令和 2年 2月 10 日（月）

～2月 25日（火）

令和元年 12 月 2日（月）

～令和 2年 3月 31 日（火）

調査方法 郵送配布・郵送回収による本人記入方式 介護支援専門員による配布・回収

有効回収数 1,934 件 518件

有効回収率 84.3％ 85.5％

調査対象者 市内介護サービス事業者

配布数 26 件

調査期間 令和 2年 5月 19 日（火）～6月 10 日（水）

調査方法 郵送配布・郵送回収による法人記入方式

有効回収数 26 件

有効回収率 100.0％
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ウ 介護支援専門員調査

サービスの提供状況や課題とともに、高齢者の生活実態やニーズ、また介護保険制度に対

する意向の把握を行うため、介護支援専門員（ケアマネジャー）に対してアンケート調査を

実施しました。

（３）パブリック・コメントの実施
市民の意見を広くお聞きするため、パブリック・コメントを実施しました。

調査対象者 市内事業所の介護支援専門員

配布数 33 件

調査期間 令和 2年 2月 3日（月）～2月 20 日（木）

調査方法 郵送配布・郵送回収による本人記入方式

有効回収数 33 件

有効回収率 １００．０％

実施期間 令和 3年 1月 25 日（月）～2月 12 日（金）

意見募集方法

市ホームページに本計画案を掲載するとともに、市役所公文書公

開コーナー及び長寿福祉室の窓口に備え付け、市ホームページ及

び市広報紙により意見募集の周知

結 果 ○件（○人）
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第２章 高齢者をとりまく現状と課題

１ 相生市の人口構造

（１）人口構造
本市の人口は、令和 2年 9月末現在で男性 13,955 人、女性 14,936 人となっています。男女と

もに 70～74 歳の人口が最も多くなっています。高齢者人口が多く、若い世代が少ないつぼ型（紡

睡型）の構造となっています。

■性別・年齢５歳階級別人口ピラミッド

資料：住民基本台帳（令和 2年 9月末現在）
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（２）年齢３区分人口の状況
本市の総人口は減少が続いており、令和 2年 9月末現在では 28,891 人となっています。

年齢３区分でみると、65 歳以上の高齢者人口は平成 30 年まで増加が続き、以降は減少が続い

ています。高齢化率については増加が続いており、令和 2年では 35.8％となっています。

■年齢３区分別人口の推移

資料：住民基本台帳（各年 9月末現在）

■年齢３区分別人口割合の推移

資料：住民基本台帳（各年 9月末現在）
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55.3 

54.5 

54.1 

53.6 

53.1 

52.8 

33.4 

34.1 

34.4 

34.9 

35.4 

35.8 
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平成27年
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（３）将来推計人口
国立社会保障・人口問題研究所の推計では、65歳以上の高齢者人口は令和 2（2020）年以降、

減少が見込まれています。また、高齢化率についてはわずかながら増加傾向で推移し、令和 22

（2040）年では 39.0％になると予測されます。国や県と比較すると、本市の高齢化率は高い水準

をある程度維持しながら、国や県との差が縮まっていく傾向といえます。

また、令和 7（2025）年と令和 22（2040）年の人口ピラミッドをみると、2015 年に最も人口が

多い 65～69 歳が、令和 22（2040）年においても 2番目に位置づいていることがうかがえます。

■高齢化率の推移と推計

資料：国勢調査（平成 12～27 年）、「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」

■年齢５歳階級別人口ピラミッドの比較（2015・2025・2040年）

資料：平成 27 年国勢調査、「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」

平成12

（2000）年

平成17

（2005）年

平成22

（2010）年

平成27

（2015）年

令和２

（2020）年

令和７

（2025）年

令和12

（2030）年

令和17

（2035）年

令和22

（2040）年

相生市 21.6 25.4 29.4 34.5 36.8 36.9 37.1 37.3 39.0

兵庫県 16.9 19.9 23.1 27.1 29.5 30.8 32.3 34.3 37.3

全国 17.4 20.2 23.0 26.6 28.9 30.0 31.2 32.8 35.3

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

（％）

相生市

兵庫県

全国

1,102 

1,134 

1,129 

1,347 

1,162 

1,335 

1,509 

1,679 

2,038 

1,721 

1,709 

1,661 

2,216 

2,981 

2,421 

1,904 

1,472 

949 

660 

0 1,000 2,000 3,000

0～4歳
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15～19歳
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25～29歳

30～34歳
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45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

【平成27（2015）年】
総数：30,129人／高齢化率：34.5％

（人）

905 

1,050 

1,142 

1,087 

924 

1,219 

1,237 

1,356 

1,490 

1,628 

2,009 

1,706 

1,668 

1,582 

2,018 

2,562 

1,818 

1,203 

1,022 

0 1,000 2,000 3,000

【令和７（2025）年】
総数：27,626人／高齢化率：36.9

（人）

778 

858 

916 

897 

868 

967 

1,015 

1,010 

1,269 

1,209 

1,327 

1,452 

1,611 

1,921 

1,568 

1,413 

1,169 

1,239 

1,743 

0 1,000 2,000 3,000

【令和22（2040）年】
総数：23,230人／高齢化率：39.0％

（人）

実 績 推 計
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平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

相生市 21.6 25.4 29.4 34.5

兵庫県 16.9 19.9 23.1 27.1

全国 17.4 20.2 23.0 26.6

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0
（％）

相生市

兵庫県

全国

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

相生市 9.8 12.1 14.3 16.5

兵庫県 6.8 8.8 10.8 12.7

全国 7.1 9.1 11.1 12.8

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0
（％）

相生市

兵庫県

全国

２ 高齢者の状況

（１）高齢化の状況
本市の前期高齢者（65～74 歳人口）は減少が続いており、令和 2年 9月末現在では 4,821 人と

なっています。後期高齢者（75 歳以上人口）は増加が続いており、令和 2年 9月末現在では 5,512

人となっています。

また、国勢調査による高齢化率及び後期高齢者比率の推移をみると、国や県よりも高い値で推

移しています。

■前期高齢者及び後期高齢者（数・比率）の推移

資料：住民基本台帳（各年 9月末現在）

■高齢化率の推移比較（国・県） ■後期高齢者比率の推移比較（国・県）

資料：国勢調査 資料：国勢調査

5,335 5,310 5,220 5,129 4,911 4,8214,864 5,002 5,152 5,276 5,463 5,512
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（％）

前期高齢者（65～74歳） 後期高齢者（75歳以上）

前期高齢者比率 後期高齢者比率

（人）
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国・県・西播磨圏域で高齢化率（令和 2年 1月 1日現在）を比較すると、圏域 7市町の中で 3

番目に高い割合となっています。

■高齢化率の比較（国・県・西播磨圏域）

住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（令和 2年 1月 1日現在）

13.6 13.7 16.6 15.4 16.8 15.5 14.0 
18.8 18.0 

14.3 14.5 

18.7 
16.8 

18.0 
14.9 

12.4 

19.2 22.3 
27.9 28.2 

35.4 
32.2 

34.8 
30.4 

26.5 

38.0 
40.3 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

全国 兵庫県 相生市 赤穂市 宍粟市 たつの市 太子町 上郡町 佐用町

（％）

高齢化率

75歳以上人口

割合

65～74歳人口

割合

西 播 磨 圏 域
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３ 要支援・要介護者の状況

（１）要支援・要介護認定者数等の状況
本市における介護保険の第 1号被保険者の要支援・要介護認定者数は、平成 29 年までは増加

が続いていたものの、平成 30 年には約 200 人減少しています。その中でも、特に要支援 1が大

きく減少しています。以降は、全体として再び増加が続いています。

また、要支援・要介護度の構成比の推移についても、要支援 1の減少が大きく影響しています。

■要支援・要介護認定者数の推移

資料：介護保険事業状況報告（年報）（※各年は 3月末現在、R2 年は 2月末現在）

■要支援・要介護認定者割合の推移

資料：介護保険事業状況報告（年報）（※各年は 3月末現在、R2 年は 2月末現在）

324 364 360 411 374 378 
209 233 241 

219 210 233 205 241 272 

262 281 255 

296 332 338 365 378 363 

352 347 393 

214 
224 238 230 256 260 

235 239 242 
189 

206 211 217 211 212 

233 220 226 
175 

190 171 188 211 228 

221 219 207 175 
166 168 161 145 130 

130 161 142 
1,592 

1,692 1,719 1,777 1,816 1,843 

1,642 1,700 1,706 
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認知症日常生活自立度Ⅱ以上の認定者数は増減を繰り返して推移しており、令和７年では

1,142 人、令和 22 年には 1,181 人に達する見込みです。

認定者数（全体）に占める自立度Ⅱ以上の割合をみると、令和 22 年には６割半ばほどになる

見込みです。

■認知症日常生活自立度Ⅱ以上の要支援・要介護認定者数の推移と推計

H29年 H30年 H31年 R2年 R3年 R4年 R5年 R7年 R22年

認知症日常生活自立度Ⅱ以上の

認定者数（人）
1,060 1,101 1,061 1,038 1,062 1,102 1,113 1,142 1,181

要支援 1 40 40 42 45 45 45 46 46 42

要支援 2 39 61 49 56 54 58 56 57 59

要介護 1・2 407 406 443 425 440 454 461 467 472

要介護 3～5 574 594 527 512 523 545 550 572 608

認定者数（全体）に占める

自立度 II以上の割合（％）
60.2 64.5 60.6 58.7 58.5 59.1 58.6 58.6 64.1

要支援 1 13.0 17.9 16.9 17.9 16.6 16.2 16.2 15.9 17.6

要支援 2 15.4 22.1 19.1 19.4 19.4 20.4 19.3 19.1 22.2

要介護 1・2 64.9 67.7 69.4 68.3 68.0 68.4 68.3 67.7 72.8

要介護 3～5 100.0 97.9 86.5 84.8 84.8 85.2 84.7 85.2 88.4
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要介護（要支援）認定率についてみると、第１号被保険者全体では平成 25年度以降、国や県

を下回って推移しており、令和元年度では 16.6％となっています。また、前期高齢者については、

国や県を下回って推移しています。後期高齢者については、全国よりも若干高い水準で推移して

いましたが、平成 29 年度では、総合事業は事業対象者でも利用できるようにしたため、国や県

を下回り、以降は減少傾向で推移しています。

■第１号被保険者全体の要介護（要支援）認定率の推移（国・県）

資料：介護保険事業状況報告（年報）

■前期高齢者（65～74歳）の要介護（要支援）認定率の推移（国・県）

資料：介護保険事業状況報告（年報）

■後期高齢者（75歳以上）の要介護（要支援）認定率の推移（国・県）

資料：介護保険事業状況報告（年報）

H24

年度

H25

年度

H26

年度

H27

年度

H28

年度

H29

年度

H30

年度

R1

年度

相生市 17.8 17.5 17.6 17.7 17.9 15.9 16.4 16.6

兵庫県 18.6 18.6 18.8 18.9 19.1 19.1 19.6 20.0

全国 17.6 17.8 17.9 17.9 18.0 18.0 18.3 18.5

15.5

16.5

17.5

18.5

19.5

20.5

(％） 相生市 兵庫県 全国

H24

年度

H25

年度

H26

年度

H27

年度

H28

年度

H29

年度

H30

年度

R1

年度

相生市 4.1 3.7 3.8 3.6 3.5 3.1 3.6 3.7

兵庫県 4.7 4.7 4.7 4.7 4.6 4.6 4.7 4.7

全国 4.4 4.4 4.4 4.3 4.3 4.2 4.2 4.2

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

(％） 相生市 兵庫県 全国

H24

年度

H25

年度

H26

年度

H27

年度

H28

年度

H29

年度

H30

年度

R1

年度

相生市 32.1 32.4 32.8 32.9 32.7 28.5 28.4 28.1

兵庫県 33.4 34.1 34.7 34.6 34.3 33.8 34.2 34.4

全国 31.4 32.1 32.6 32.5 32.1 31.8 31.9 31.9

27.0

29.0

31.0

33.0

35.0

(％） 相生市 兵庫県 全国
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本市の認定率（令和 2年 8月末現在）は 16.7％となっており、全国・県を下回っています。

■認定率の比較（国・県・西播磨圏域）

資料：地域包括ケア「見える化」システム（令和 2年 8月末現在）

※端数処理の関係上、合計値と一致しない場合があります。

調整済み認定率（令和元年、認定率の多寡に影響を及ぼす第１号被保険者の性・年齢構成の影

響を除外した認定率）は 16.4％で、全国及び県より低く、それぞれ 2.1 ポイント、3.8 ポイント

低い値となっています。調整済み認定率を西播磨圏域の中で比較すると、７市町の中で最も低く

なっています。

■調整済み認定率の比較（国・県・西播磨圏域）

資料：地域包括ケア「見える化」システム（令和元年）

※端数処理の関係上、合計値と一致しない場合があります。
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（２）受給率

ア 施設サービス

本市の施設サービスの受給率（令和元年）は 2.8％で、全国を下回り、県を上回っています。

西播磨圏域の中で比較すると、７市町の中で３番目に低くなっています。

高齢者人口に対して介護老人福祉施設の事業所数が多くなっていることが、本市及び西播磨

圏域の特徴となっています。

■認定度別受給率

資料：地域包括ケア「見える化」システム（令和元年）

※端数処理の関係上、合計値と一致しない場合があります。

■施設サービス提供事業所数（人口 10 万人あたり）

資料：地域包括ケア「見える化」システム（平成 30 年）
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イ 居住系サービス

本市の居住系サービス（特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護）の受給率（令

和元年）は 1.6％で、全国と県を上回っています。西播磨圏域の中で比較すると、７市町の中

で最も高くなっています。

いずれのサービスについても、高齢者人口に対して事業所数が多くなっていることが、本市

の特徴となっています。

■認定度別受給率

資料：地域包括ケア「見える化」システム（令和元年）

※端数処理の関係上、合計値と一致しない場合があります。

■施設サービス提供事業所数（人口 10 万人あたり）

資料：地域包括ケア「見える化」システム（平成 30 年）
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全国 兵庫県 相生市 赤穂市 宍粟市 たつの市 太子町 上郡町 佐用町

（人口10万対）

特定施設入居者生活介護 認知症対応型共同生活介護

西 播 磨 圏 域
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0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

全国 兵庫県 相生市 赤穂市 宍粟市 たつの市 太子町 上郡町 佐用町

（人口10万対）

訪問介護 通所介護 地域密着型通所介護 短期入所生活介護

西 播 磨 圏 域

ウ 在宅サービス

本市の在宅サービスの受給率（令和元年）は 9.0％で、全国・県を下回っています。西播磨

圏域の中でも、最も低くなっています。

また、訪問介護及び通所介護については、全国・県と比較しても人口に対して少なくなって

おり、西播磨圏域の中でも低い水準となっています。

■認定度別受給率

資料：地域包括ケア「見える化」システム（令和元年）

※端数処理の関係上、合計値と一致しない場合があります。

■施設サービス提供事業所数（人口 10 万人あたり）

資料：地域包括ケア「見える化」システム（平成 30 年）

全国 兵庫県 相生市 赤穂市 宍粟市 たつの市 太子町 上郡町 佐用町

訪問介護 27.6 33.3 23.6 10.5 23.7 19.5 35.0 26.6 23.6

通所介護 19.3 16.9 10.1 20.9 34.2 20.8 14.6 39.9 29.5

地域密着型通所介護 16.2 16.9 23.6 18.8 39.5 19.5 17.5 13.3 17.7

短期入所生活介護 8.8 7.8 13.5 12.5 15.8 7.8 8.8 13.3 23.6

2.0 
3.0 2.8 2.0 2.8 2.1 1.8 2.7 

3.8 

5.1 
4.8 4.2 5.2 

5.9 
6.1 

5.2 
5.1 

6.3 

2.7 
2.8 

2.0 2.4 

3.3 
2.7 

2.5 
2.3 

3.3 
9.8 

10.6 

9.0 
9.6 

12.0 
10.9 

9.5 
10.1 

13.4 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

全国 兵庫県 相生市 赤穂市 宍粟市 たつの市 太子町 上郡町 佐用町

（％）

合計

要介護３～５

要介護１・２

要支援１・２

西 播 磨 圏 域
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４ 中長期的な将来推計

（１）高齢者人口の推計
人口推計については、平成 28年から令和 2年の各年 9月末現在の住民基本台帳人口をもとに、

コーホート変化率法によって算出しています。

総人口は減少傾向で推移し、本計画の最終年度である令和 5（2023）年には 27,773 人、令和 7

（2025）年には 26,993 人、令和 22（2040）年には 20,499 人になる見込みです。

なお、高齢者人口は、令和 3年以降は減少傾向で推移する一方、高齢化率は一貫して上昇を続

け、令和 22（2040）年では 39.1％になると見込まれます。さらに、要介護認定率が高くなると

される後期高齢者人口は令和 7（2025）年で 6,280 人になる見込みとなっています。

■高齢者の中長期的な人口推計

4,765 4,448 4,076 3,486 3,345

5,479 5,712 5,938
6,280 4,670

10,244 10,160 10,014 9,766

8,015
35.9 36.1 36.1 36.2 

39.1 

0.0

20.0

40.0

60.0

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

令和３

（2021）年

令和４

（2022）年

令和５

（2023）年

令和７

（2025）年

令和22

（2040）年

（％）

前期高齢者（65～74歳） 後期高齢者（75歳以上） 高齢化率

（人）

令和 3年 令和 4年 令和 5年 令和 7年 令和 22年

推計総人口 28,518 28,156 27,773 26,993 20,499

第２号被保険者 8,766 8,726 8,681 8,557 6,246

第１号被保険者 10,244 10,160 10,014 9,766 8,015

65～69 歳 1,888 1,771 1,638 1,539 1,851

70～74 歳 2,877 2,677 2,438 1,947 1,494

75～79 歳 2,044 2,158 2,309 2,507 1,337

80～84 歳 1,622 1,711 1,745 1,823 1,103

85～89 歳 1,113 1,090 1,125 1,166 1,078

90 歳以上 700 753 759 784 1,152

高齢化率 35.9% 36.1% 36.1% 36.2% 39.1%

後期高齢者人口割合 19.2% 20.3% 21.4% 23.3% 22.8%

85 歳以上人口割合 6.4% 6.5% 6.8% 7.2% 10.9%
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５ 日常生活圏域ごとの状況

（１）日常生活圏域の設定
本市では、高齢者が住み慣れた地域の中で必要なサービスを受け、生活を継続して営めるよう、

中学校区を単位として「旧相生中学校区」、「旧那波中学校区」、「双葉中学校区」及び「矢野

川中学校区」の 4地域を日常生活圏域として設定し、各圏域において基盤整備や施策の推進に努

めています。

■日常生活圏域ごとの人口及び高齢化等の状況

資料：住民基本台帳（令和 2年 9月末現在）

人口（人）

高齢者人口（人） 高齢化率（％）

備考
前期高齢者
人口（人）

前期高齢者
人口割合（％）

後期高齢者
人口（人）

後期高齢者
人口割合（％）

旧相生中学校区 2,0０５

1,0６５ 53.1
相生、相生 1～5 丁目、大谷町、川

原町、野瀬、葛ヶ浜、鰯浜、坪根
42３ 21.1

6４２ 32.0

旧那波中学校区 8,3２４

3,0５８ 36.7 緑ケ丘 1～4 丁目、青葉台、山崎

町、西谷町、佐方 1～3 丁目、千尋

町、桜ケ丘町、大島町、那波、那波

本町、那波東本町、那波南本町、

那波大浜町、竜泉町

1,３７４ 16.5

1,6８４ 20.2

双葉中学校区 14,7４４

4,4８７ 30.4
旭 1～6 丁目、本郷町、大石町、

陸、陸本町、栄町、池之内、山手 1

～2 丁目、汐見台、菅原町、ひかり

が丘、垣内町、向陽台、双葉 1～3

丁目、那波野、那波野（石角）、那

波野 1～3丁目

2,22７ 15.1

2,2６０ 15.３

矢野川中学校区 3,8１８

1,7２３ 45.1

若狭野町、矢野町79７ 20.8

92６ 24.2

計 28,891

10,3３３ 35.7

4,8２１ 16.7

5,5１２ 19.1
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■相生市の日常生活圏域

旧相生中学校区

旧那波中学校区

双葉中学校区

矢野川中学校区
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（２）基盤の整備状況
ア 居宅サービス

（単位：箇所）

令和 2年 12 月末現在 指定事業所（みなし指定を除く）

※サービスについては、サービス提供実績のある事業所（みなし指定を含む）

イ 地域密着型サービス
（単位：箇所）

令和 2年 12 月末現在 指定事業所（みなし指定を除く）

ウ 施設サービス
（単位：箇所）

令和 2年 12 月末現在 指定事業所（みなし指定を除く）

エ 居宅介護支援サービス
（単位：箇所）

令和 2年 12 月末現在 指定事業所（みなし指定を除く）

旧相生 旧那波 双葉 矢野川 合計

訪問介護 １ - ６ - 7

訪問入浴介護 - - - - 0

訪問看護※ - 1 2 - 3

訪問リハビリテーション※ - 1 1 1 3

通所介護 1 1 - 0 2

通所リハビリテーション※ - 2 2 1 5

短期入所生活介護 1 - - 3 4

短期入所療養介護 - - 1 1 2

福祉用具貸与 - 1 1 - 2

特定施設入居者生活介護 - - 1 1 2

旧相生 旧那波 双葉 矢野川 合計

認知症対応型通所介護 1 - 1 - 2

認知症対応型共同生活介護 1 1 2 2 6

小規模多機能型居宅介護 1 1 2 1 5

地域密着型通所介護 1 2 2 3 8

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 - - 1 - 1

旧相生 旧那波 双葉 矢野川 合計

介護老人福祉施設 1 - - 3 4

介護老人保健施設 - - 1 1 2

旧相生 旧那波 双葉 矢野川 合計

居宅介護支援事業所 2 2 3 1 8
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26.2 72.4 1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1,934)

はい いいえ 不明・無回答 1

17.9 

5.3 

55.4 

19.1 

11.4 

8.5 

14.6 

7.1 

24.9 

7.3 

6.1 

0% 20% 40% 60%

病気

障害（脳卒中の後遺症など）

足腰などの痛み

トイレの心配（失禁など）

耳の障害（聞こえの問題など）

目の障害

外での楽しみがない

経済的に出られない

交通手段がない

その他

不明・無回答

全体（N=507）

６ 実態調査に基づく現状と課題

（１）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果から

ア 外出について

外出を控えているかについてみると、「はい」が 26.2％、「いいえ」が 72.4％となってい

ます。

外出を控えている理由についてみると、「足腰などの痛み」が 55.4％と最も高く、次いで

「交通手段がない」が 24.9％となっています。

【課題】
●健康づくりや介護予防のための運動や外出機会の充実

●足腰の痛みや病気を防ぐための教室の開催や情報提供

●気軽に外出できる交通機関・交通手段等の整備

●高齢者の外出を促すイベント・行事・地域活動等の機会と場づくり
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0.8 

2.8 

1.5 

0.4 

0.4 

0.5 

0.7 

9.1 

1.7 

7.1 

5.4 

0.9 

2.4 

0.4 

0.8 

5.2 

1.1 

6.8 

5.2 

2.0 

3.1 

1.0 

0.7 

1.1 

5.2 

5.5 

12.9 

6.8 

2.1 

3.1 

6.7 

1.8 

6.6 

2.5 

5.3 

3.9 

1.2 

3.9 

31.1 

2.5 

59.4 

52.4 

48.0 

59.6 

64.3 

65.7 

37.1 

56.6 

25.2 

22.9 

21.7 

26.5 

26.5 

25.5 

22.8 

23.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ボランティアのグループ

②スポーツ関係のグループ

やクラブ

③趣味関係のグループ

④学習・教養サークル

⑤介護予防のための

通いの場

⑥老人クラブ

⑦町内会・自治会

⑧収入のある仕事

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回

年に数回 参加していない 不明・無回答 1

全体（N=1,934）

イ 地域活動について

地域の会・グループ等への参加頻度についてみると、すべての項目で「参加していない」

が最も高くなっています。また、実際の参加頻度においては、①ボランティアのグループ、

⑥老人クラブ及び⑦町内会・自治会が「年に数回」、③趣味関係のグループ及び④学習・教

養サークルが「月１～３回」、②スポーツ関係のグループやクラブが「週２～３回」、⑤介

護予防のための通いの場が「週１回」、⑧収入のある仕事が「週４回以上」の割合が最も高

くなっています。
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6.5 55.4 30.5 7.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1,934)

2.4 36.8 51.9 8.9 全体（N=1,934)

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない

不明・無回答 1

17.6 36.6 34.8 11.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1,934)

知っておりすでに相談したことがある

知ってはいるが相談したことはない

まったく知らない

不明・無回答

7.8 42.3 38.5 11.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1,934)

知っておりすでに相談したことがある

知ってはいるが相談したことはない

まったく知らない

不明・無回答

健康づくり活動や趣味等のグループ活動への参加者としての参加意向については、「是非

参加したい」と「参加してもよい」を合わせた『参加意向あり』が 61.9％となっています。

一方、企画・運営（お世話役）としての参加意向については、『参加意向あり』が 39.2％、

となっています。

ウ 地域包括支援センター、在宅介護支援センターについて

「地域包括支援センター」の認知度についてみると、「知ってはいるが相談したことはない」

が 36.6％と最も高く、次いで「まったく知らない」が 34.8％となっています。

「在宅介護支援センター」の認知度についてみると、「知ってはいるが相談したことはない」

が 42.3％と最も高く、次いで「まったく知らない」が 38.5％となっています。

【課題】
●町内会・自治会、高年クラブ等、地域社会における単位組織の重要性の訴求

●趣味・スポーツ活動等、自発的に参加できる高齢者のための機会と場の拡充

●心身の健康づくりに向けた趣味や地域活動の促進と企画・運営支援

参加者として（N=1,934）

企画・運営として（N=1,934）
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28.5 42.1 9.0 

1.1 

9.1 10.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1,934)

非常に関心がある やや関心がある あまり関心がない

まったく関心がない わからない 不明・無回答

73.0 

37.0 

12.8 

9.2 

63.8 

9.4 

1.3 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80%

運動機能

栄養

口腔機能

閉じこもり

認知症

うつ

その他

不明・無回答

全体（N=1,366）

エ 介護予防について

介護予防への関心についてみると、『関心がある』（「非常に関心がある」「やや関心が

ある」の割合の合計）が 70.6％、『関心がない』（「あまり関心がない」「まったく関心が

ない」の割合の合計）が 10.1％となっています。

どのような介護予防に関心があるかについてみると、「運動機能」が 73.0％と最も高く、

次いで「認知症」が 63.8％となっています。

【課題】
●気軽で身近な相談支援体制の確立

●地域包括支援センターの機能強化と普及・啓発

●在宅介護支援センターに関する業務内容等の認知理解の促進
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53.1 

51.9 

20.1 

20.9 

25.7 

27.5 

31.0 

23.6 

0.6 

0.5 

5.0 

0% 20% 40% 60%

自宅に近い場所で行われること

料金が無料または安いこと

一緒に参加する仲間や友人がいること

参加した効果が実感できること

内容について事前に分かりやすい

説明があること

利用日や時間帯を選択できること

楽しくできる雰囲気があること

自分に合った活動場所等を助言してくれる

コーディネーターがいること

その他

条件にかかわらず利用したくない

不明・無回答

全体（N=1,366）

介護予防事業を利用するために必要な条件についてみると、「自宅に近い場所で行われる

こと」が 53.1％と最も高く、次いで「料金が無料または安いこと」が 51.9％となっています。

【課題】
●介護予防に関する効果等の情報提供による関心度の向上

●介護予防ニーズに応じたプログラムの開発と事業・サービスの展開
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26.9 

27.2 

32.9 

27.3 

18.5 

24.7 

0.9 

9.7 

10.2 

26.7 

12.6 

6.6 

0.6 

1.6 

13.4 

0% 10% 20% 30% 40%

日中の活動や交流できる場が身近にあること

近隣の人がお互いに声かけや見守りを行うこと

気軽に介護のことなどについて相談できる

窓口が身近にあること

24時間体制の安心できるサービスがあること

必要なとき、施設に宿泊できること

災害時にも地域の対応がしっかりしていて、

安心して暮らせること

契約や財産管理の手続きを援助してもらえること

手すりの取り付けや段差解消などの住宅改修

在宅や通所でのリハビリテーションが十分できること

訪問介護や通所サービスを利用しながら、

医師の訪問診療も利用できること

買い物や通院時などの介助や送迎

簡単な日常生活への支援

（電球の交換や窓ふき、ゴミ出しなど）

その他

特にない

不明・無回答

全体（N=1,934）

オ 高齢者が地域や自宅で生活していくために必要な支援

高齢者に対してどのような支援があれば、身近な地域や自宅での生活を続けていくことが

できるかについてみると、「気軽に介護のことなどについて相談できる窓口が身近にあるこ

と」が 32.9％と最も高く、次いで「24 時間体制の安心できるサービスがあること」が 27.3％

となっています。

【課題】
●高齢者が住み慣れた地域で生活を続けられるような相談・支援・供給体制の拡充
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（２）在宅介護実態調査結果から

ア 主な介護者が行っている介護

主な介護者が行っている介護の内容についてみると、「その他の家事（掃除、洗濯、買い

物等）」が 84.1％と最も高く、次いで「金銭管理や生活面に必要な諸手続き」が 80.2％とな

っています。

イ 介護のための離職の有無

介護をするために離職・転職した家族の有無についてみると、「介護のために仕事を辞め

た家族・親族はいない」が 84.8％と大半を占めています。一方、少ないながら「主な介護者

が仕事を辞めた（転職除く）」が 3.5％となっています。

24.6%

22.2%

15.2%

21.1%

26.1%

39.1%

23.7%

72.2%

55.0%

33.7%

7.8%

75.2%

84.1%

80.2%

1.1%

0.0%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

わからない

無回答

合計(N=460)

3.5%

1.1%

0.4%

0.0%

84.8%

0.7%

9.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）

主な介護者以外の家族・親族が仕事を

辞めた（転職除く）

主な介護者が転職した

主な介護者以外の家族・親族が転職し

た

介護のために仕事を辞めた家族・親族

はいない

わからない

無回答

合計(N=460)
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ウ 在宅生活の継続に必要な支援・サービス

在宅生活の継続のために充実が必要な支援・サービスについてみると、「特になし」が 39.4％

と最も高く、次いで「移送サービス（介護・福祉タクシー等）」が 18.3％、「配食」が 15.6％

となっています。

エ 介護保険サービスの利用状況

介護保険サービスを利用している人は、78.0％となっています。利用していない人が 8.9％

であり、利用していない人の理由としては、「現状ではサービスを利用するほどの状態では

ない」が 19.3％となっています。

15.6%

6.4%

6.9%

6.4%

8.7%

11.8%

18.3%

11.6%

6.6%

1.9%

39.4%

16.0%

0% 20% 40% 60%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉ﾀｸ…

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

無回答

合計(N=518)

78.0% 8.9% 13.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(N=518)

利用している 利用していない 無回答

【課題】
●家族介護者の介護内容の実態に基づく負担感の軽減

●介護離職の実態はわずかながらうかがえるため、介護離職ゼロに向けた支援が必要

●認定者の在宅生活継続のため、外出・移動や家事・買い物等の支援が必要
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オ 主な介護者の働き方の調整の状況

主な介護者の働き方の調整状況については、「特に行っていない」が 48.3％、「介護のた

めに労働時間を調整しながら働いている」が 20.7％となっています。

19.3%

6.1%

4.4%

0.0%

0.0%

0.0%

4.4%

0.9%

2.6%

66.7%

0% 20% 40% 60% 80%

現状では、サービスを利用するほどの状

態ではない

本人にサービス利用の希望がない

家族が介護をするため必要ない

以前、利用していたサービスに不満が

あった

利用料を支払うのが難しい

利用したいサービスが利用できない、身

近にない

住宅改修、福祉用具貸与・購入のみを利

用するため

サービスを受けたいが手続きや利用方

法が分からない

その他

無回答

合計(N=114)

【課題】
●調査対象者のうち、介護保険サービス利用者は約 8割であるが、サービスを必要

とする人が適正にサービスを享受できるよう、提供側の運営が必要

●調査回答にあがってこないとみられる重度者を想定した見解も必要

48.3%

20.7%

12.9%

0.4%

10.3%

2.2%

7.3%

0% 20% 40% 60%

特に行っていない

介護のために、「労働時間を調整（残業

免除、短時間勤務、遅出・早帰・中抜け

等）」しながら、働いている

介護のために、「休暇（年休や介護休暇

等）」を取りながら、働いている

介護のために、「在宅勤務」を利用しな

がら、働いている

介護のために、2～4以外の調整をしな

がら、働いている

わからない

無回答

合計(N=232)
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カ 今後の在宅生活の継続に向けて、主な介護者が不安に感じる介護

在宅介護を継続するために、主な介護者が不安に感じる介護については、「認知症状への

対応」が 36.7％と最も高くなっています。次いで「夜間の排泄」が 30.2％、「日中の排泄」

が 22.0％となっています。

22.0%

30.2%

7.4%

18.0%

2.2%

3.5%

10.9%

17.2%

10.0%

36.7%

6.7%

12.2%

10.2%

8.5%

3.3%

10.0%

3.9%

6.1%

0% 20% 40%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

合計(N=460)

【課題】
●介護者に向けた認知症に関する介護負担の軽減が課題

●介護に関する多様な生活シーンに対応する工夫・手法の開発や支援

●「入浴・洗身」、「排泄ケア」等、家庭内の介護において、さまざまなシーンに

関する技術や方法についての講座を開催するなどの支援
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46.2 

23.1 

46.2 

34.6 

15.4 

3.8 

11.5 

46.2 

34.6 

3.8 

11.5 

19.2 

11.5 

26.9 

3.8 

0.0 

3.8 

3.8 

0% 20% 40% 60%

今の介護報酬では、人材の確保・定着の

ために十分な賃金を払えない

経営が苦しく、労働条件や労働環境

改善をしたくても出来ない

良質な人材の確保が難しい

新規利用者の確保が難しい

介護従事者の介護業務に関する

知識や技術が不足している

介護従事者の介護業務に臨む

意欲や姿勢に問題がある

管理者の指導・管理能力が不足している

事業所内での教育・研修の

時間が十分に取れない

代替職員がいない等の理由で

外部研修等が受けられない

介護従事者間の

コミュニケーションが不足している

経営者・管理者と職員間の

コミュニケーションが不足している

利用者や利用者の家族の介護

サービスに対する理解が不足している

介護保険の改正等についての

的確な情報や説明が得られない

指定介護サービス提供に関する書類

作成が煩雑で、時間に追われている

雇用管理等についての情報や

指導が不足している

その他

特になし

不明・無回答

全体（N=26）

（３）介護サービス事業者調査結果から

ア サービスを提供する上での問題や課題

サービスを提供する上での問題や課題については、「今の介護報酬では、人材の確保・定

着のために十分な賃金を払えない」、「良質な人材の確保が難しい」及び「事業所内での教

育・研修の時間が十分に取れない」がいずれも 46.2％と最も高くなっています。

【課題】
●良質な人材確保とそのための賃金保障が追い付かない状況への対応

●介護人材の獲得に向けた介護職のイメージアップ

●職員のスキルアップのための教育・研修時間の確保
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23.1 

19.2 

46.2 

3.8 

7.7 

0% 20% 40% 60%

今のところ職員の確保について、困難はない

特定の職種については、確保が困難となっている

介護職全般について確保が困難となっている

その他

不明・無回答

全体（N=26）

57.7 

42.3 

57.7 

38.5 

34.6 

30.8 

26.9 

57.7 

0.0 

7.7 

7.7 

0% 20% 40% 60% 80%

資格取得のための費用の助成

資格取得のための休暇取得の支援

外部研修への費用の助成

外部研修への休暇取得の支援

業務として研修などに派遣

キャリアアップのための人事制度

（資格取得や自己研鑽等を評価）の導入

福利厚生面での改善

事業所内での研修機会の確保

その他

特になし

不明・無回答

全体（N=26）

イ 人材の確保・育成について

介護従業者の確保については、「介護職全般について確保が困難になっている」が 46.2％

と最も高く、次いで「今のところ職員の確保について、困難はない」が 23.1％となっていま

す。

人材育成のための取り組みについては、「資格取得のための費用の助成」、「外部研修へ

の費用の助成」及び「事業所内での研修機会の確保」がそれぞれ 57.7％と最も高く、次いで

「資格取得のための休暇取得の支援」が 42.3％となっています。

【課題】
●介護職に就く人材確保のため、仕事のやりがいや使命感・達成感のアピール

●外部研修費の助成に関して、キャリアアップ支援が魅力となることを訴求

●研修機会や資格取得についての助成や育成に恵まれた業界であることをＰＲ
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0.0 

0.0 

53.8 

15.4 

0.0 

76.9 

7.7 

7.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

飲食の補助（食事の準備、

配膳、後片付けなど）

入浴の補助（浴室までの案内、

着替え、浴室の清掃など）

入所者の傾聴、相談、話し相手

洗濯や寝具の交換

施設内清掃

レクリエーションの補助

その他

不明・無回答

全体（N=13）

42.3 

7.7 

3.8 

30.8 

7.7 

7.7 

0% 20% 40% 60%

積極的に受け入れている

業務を限定して受け入れている

ボランティアの希望はあるが、

受け入れができていない

受け入れはしていない

その他

不明・無回答

全体（N=26）

ウ ボランティアについて

ボランティアの受け入れについては、「積極的に受け入れている」が 42.3％と最も高く、

次いで「受け入れはしていない」が 30.8％となっています。

ボランティアを受け入れている業務については、「レクリエーションの補助」が 76.9％と

最も高く、次いで「入所者の傾聴、相談、話し相手」が 53.8％となっています。

【課題】
●介護職の人材不足を補完するボランティア人材の有効的活用

●業務内容の課業管理（タスクコントロール）による効率的な人員配置
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（４）介護支援専門員調査結果から

ア 業務の実施状況

介護支援専門員としての業務の実施状況についてみると、ほとんどの項目で、「できてい

る」と「ほぼできている」を合わせた『できている』が８割以上となっています。

一方、⑦給付管理では「できていない」が 12.1％と、他の項目に比べ比較的高くなってい

ます。

60.6 

66.7 

81.8 

63.6 

75.8 

69.7 

33.3 

27.3 

18.2 

33.3 

21.2 

6.1 

6.1 

6.1 

0.0 

3.0 

3.0 

9.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

12.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

3.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①課題分析（アセスメント）

②サービス担当者会議の開催

③ケアプランの作成

④サービス事業者との調整

⑤モニタリング

⑥給付管理

できている ほぼできている

あまりできていない できていない

不明・無回答

全体（N=33）
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イ 不足していると思われる介護保険サービス

介護サービス計画（ケアプラン）を作成するに当たり、量的に不足していると思われるサ

ービスについてみると、「通所介護」、「短期入所生活介護」及び「夜間対応型訪問介護」

がいずれも 27.3％と最も高く、次いで「訪問リハビリテーション」が 24.2％となっています。

9.1 

18.2 

15.2 

24.2 

27.3 

6.1 

6.1 

27.3 

0.0 

27.3 

3.0 

0.0 

6.1 

3.0 

0.0 

0.0 

9.1 

3.0 

0.0 

9.1 

9.1 

21.2 

0% 20% 40%

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

通所介護

通所リハビリテーション

福祉用具貸与

短期入所生活介護

短期入所療養介護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

介護老人福祉施設

地域密着型介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

認知症対応型共同生活介護

特定施設入居者生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

その他

不明・無回答

全体（N=33）
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ウ よく活用・紹介する高齢者福祉サービス

介護保険のサービス以外の主な高齢者福祉サービスでよく活用したり、利用者に紹介した

りしているサービスについてみると、「配食サービス」が 97.0％と最も高く、次いで「いき

いき百歳体操」が 72.7％、「ふれあいいきいきサロン」が 63.3％となっています。

エ 今後充実が必要だと思う介護保険外サービス

今後充実が必要だと思う介護保険外サービスについての記述式回答では、以下のような意

見がみられました。

■通院送迎サービスや移動支援サービスといった移送サービス、交通手段の充実

■送迎を含む買い物同行や通院への同行

■運動以外での、週１回程度の定期的な集いの場

■掃除や整理、ゴミ出しなどの高齢者世帯への生活支援、家事援助サービス

■訪問診療医、病院内の移動を介助するボランティア

■見守りサービス（安否確認）や自費ヘルパーなど

97.0 

33.3 

24.2 

48.5 

30.3 

0.0 

6.1 

36.4 

18.2 

27.3 

18.2 

18.2 

63.6 

72.7 

6.1 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

配食サービス

アイアイコール（緊急通報システム）

救急医療情報キット配布事業

高齢者住宅改造助成事業

訪問理・美容サービス事業

家族介護慰労金支給事業

家族介護用品支給事業

あんしん見守り事業

徘徊高齢者等家族支援サービス（GPSの貸与）

車いす利用者の移送サービス

福祉サービス利用援助事業（金銭管理事業）

ボランティア

ふれあいいきいきサロン

いきいき百歳体操

その他

不明・無回答

全体（N=33）
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オ 介護支援専門員の課題

介護支援専門員の業務を行う上で課題として考えていることについてみると、「利用者お

よび家族がサービスの必要性を理解していない」が 36.4％と最も高く、次いで「介護保険サ

ービス・高齢者福祉サービスの種類が少ない」及び「医療機関（主治医等）との連携がうま

くとれない」がいずれも 24.2％となっています。

24.2 

9.1 

36.4 

12.1 

15.2 

0.0 

24.2 

12.1 

3.0 

3.0 

3.0 

12.1 

9.1 

0% 20% 40%

介護保険サービス・高齢者福祉サービスの

種類が少ない

サービス事業者に関する情報が少ない

利用者および家族がサービスの必要性を

理解していない

忙しくて利用者の意見・要望を聞き調整する

時間が十分に取れない

困難事例のケアマネジメントの方法が分からない

認知症ケアの方法が分からない

医療機関（主治医等）との連携がうまくとれない

地域包括支援センターとの連携がうまくとれない

相談する人が身近にいない

所属事業所の関連事業者からのサービスに偏る

ケアマネジメントの件数が多い

その他

不明・無回答

全体（N=33）

【課題】
●介護支援専門員のさらなる質の向上、自己評価を高めるためのスキルアップと業

務分掌の調整

●通所介護、短期入所生活介護、夜間対応型訪問介護等、不足しがちなサービスの

提供増への取り組みと補完対応

●現場の声を反映した保健福祉サービスの拡充

●個々の認定者が本当に必要なサービスについての理解促進

●医療連携、サービス事業者同士の情報交流等、円滑で効果的な利用を促進するた

めの包括的なケアマネジメント支援体制の確立
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第３章 計画の基本的な考え方

１ 基本理念

本計画は、第７期計画における目標や具体的な施策を踏まえ、令和 7（2025）年を目指した地

域包括ケアシステムの構築とともに、現役世代が急減する令和 22（2040）年の双方を念頭に置き

ながら、高齢者人口や介護サービスのニーズを中長期的に見据えたものである必要があります。

そのため、第７期で掲げられた基本理念をベースとしながらも、地域における支援の輪がさら

に広がるよう、基本理念を次のように設定します。

２ 基本目標

基本理念である「地域で理解しあい、助けあい、支えあい 絆ひろがる あいのまち」ととも

に、地域包括ケアシステムの構築や「地域共生社会」を実現するため、次の４つの基本目標を設

定し、総合的に取り組みを推進します。

［基本目標１］地域で支える・支えあう基盤づくり
高齢者の自立支援と重度化防止、地域共生社会の実現を図るとともに、制度の持続可能性を確

保することに配慮し、サービスを必要とする人に必要なサービスが提供されるようにするため、

地域包括ケアシステムをさらに深化・推進していきます。

中核的な機関である地域包括支援センターの機能強化を目指し、地域と保健・医療・介護・福

祉との連携を推進していくことで、高齢者に対して適切なコーディネートができるよう努めると

ともに、相談支援体制の充実に取り組みます。

市では、社会福祉協議会と連携し、ふれあいいきいきサロンをはじめとした住民相互の支えあ

い活動を推進しています。さらに、新たな地域人材の参加を求め、高齢者をはじめとした地域住

民が地域活動に参加し、支援が必要な人を支えていくことができる環境づくりを推進します。

また、医療と介護の両方を必要とする高齢者が、地域で安心して在宅生活を継続していけるよ

う、多様なサービス主体によるサービスの確保に努めます。

地域で理解しあい、助けあい、支えあい

絆ひろがる あいのまち

３
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［基本目標２］健康長寿のまちづくり
引き続き、人口減少や少子化・高齢化が予測される本市において、高齢者が生涯にわたって心

身ともに健康で暮らせるよう、健康づくり・生活習慣病予防とともに、介護予防・日常生活支援

総合事業を推進していきます。

さらに、高齢者が住み慣れた地域でいつまでも役割や生きがいを持ちながら過ごすことができ

るよう、高年クラブ活動や生涯学習、レクリエーションスポーツ活動を推進するなど、社会参加

活動の支援を行います。また、高齢者が培ってきた豊かな知識や経験等を社会で活かすことがで

きるよう、就労機会の確保や高齢者が働きやすい職場環境づくりにも取り組み、健康寿命の延伸

を目指します。

［基本目標３］いつまでも住み続けられるまちづくり
今後、増加が懸念される認知症高齢者に適切に対応するため、認知症に対する正しい理解の普

及や地域での支援体制を整備し、早期の予防・早期発見に努めます。また、早期発見後、早期の

診断・治療につながるよう、かかりつけ医との連携のもと、医療と介護が一体化した認知症の人

への支援体制づくりに取り組むなど、認知症施策を推進します。

支援を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしく安心して暮らし続けていくことがで

きるよう、相談体制を強化するとともに、その人の実情に応じた様々なサービスを提供して地域

生活を支援します。

また、過去の災害や感染症の流行等を背景として、柔軟かつ創意工夫を凝らした積極的な取り

組みが求められます。そのため、緊急時等における高齢者支援の強化に取り組みながらも、高齢

者の居住環境の整備や在宅生活の支援、高齢者の権利擁護を推進するなどにより、高齢者がいつ

までも住み続けられるまちづくりを進めます。

［基本目標４］持続可能な介護保険事業の基盤づくり
重度の要介護者、ひとり暮らし高齢者や高齢者夫婦のみの世帯、認知症高齢者の増加等を踏ま

えつつ、中長期的な視点とともに、高齢者や家族が安心して介護保険サービスを利用できるよう、

持続可能な介護保険制度の基盤づくりを目指し、介護サービスの充実や介護サービスの質の向上

に取り組みます。

また、利用者がサービスを円滑に利用できるよう、要介護認定を適切に行い、サービス選択に

対する支援、低所得者への支援を図ります。

さらに、必要な人に必要なサービスを提供するため、介護給付費等の適正化に取り組みます。
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３ 施策体系

基本理念 基本目標 基本的な施策の方向

地
域
で
理
解
し
あ
い
、
助
け
あ
い
、
支
え
あ
い

絆
ひ
ろ
が
る

あ
い
の
ま
ち

［基本目標１］

地域で支える・

支えあう基盤づくり

（１）地域包括支援センターの機能強化

（２）相談支援体制の充実

（３）地域で支えあう仕組みづくりの推進【重点項目】

（４）見守り体制の整備

（５）地域ケア会議の推進

（６）小地域での助けあいの推進

（７）医療・介護の連携強化

（８）介護に取り組む家族等への支援

［基本目標２］

健康長寿の

まちづくり

（１）健康づくり・生活習慣病予防の推進

（２）介護予防・日常生活支援総合事業の推進【重点項目】

（３）生きがいづくりや社会参加の促進【重点項目】

［基本目標３］

いつまでも住み続け

られるまちづくり

（１）認知症対策の推進【重点項目】

（２）居住環境の整備

（３）災害時や感染症など、緊急時等における高齢者支援の強化

（４）在宅生活の支援

（５）高齢者の権利擁護等の推進

［基本目標４］

持続可能な介護保

険事業の基盤づくり

（１）介護サービスの充実

（２）介護サービスの質の向上

（３）サービスを円滑に利用するための支援

（４）介護給付適正化の推進【重点項目】

（５）介護人材の確保に向けた取り組み
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第４章 施策の展開

［基本目標１］地域で支える・支えあう基盤づくり

（１）地域包括支援センターの機能強化
ア 地域包括支援センターとの連携強化

現状と課題

本市では、地域包括支援センターを１箇所設置し、日常生活圏域ごとに設置した在宅介護

支援センターをブランチと位置づけ、さまざまな関係機関と連携し、地域包括ケアシステム

の構築に取り組んでいます。平成 27 年度からは、新たに在宅医療・介護の連携強化、地域ケ

ア会議、認知症施策の推進、生活支援サービスの体制整備等に係る事業が、地域支援事業の

包括的支援事業に位置づけられています。そのため、現状の課題や今後求められる役割を勘

案しながら、関係機関との協力・連携体制をさらに強化していく必要があります。

■地域包括支援センターの機能強化の状況

今後の方向性

日常生活圏域ごとの課題解決を進めていくため、在宅介護支援センターに加え、社会福祉

協議会、保健センター等の関係機関はもとより、地域住民等との連携強化に努めていきます。

イ 適切な介護予防ケアマネジメントの推進

現状と課題

地域包括支援センターにおいて、要支援認定者等のニーズに合った介護予防や自立支援の

視点を踏まえた日常生活支援が、高齢者自らの選択に基づいて包括的かつ効率的に提供され

るよう、適切なケアマネジメントを進める必要があります。また、介護予防ケアマネジメン

ト等を居宅介護支援事業所の介護支援専門員に委託する場合、サービス担当者会議に必ず地

域包括支援センター職員が同席し、適切なケアマネジメントを実施するよう指導する必要が

あります。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

市と地域包括支援センタ

ーの定例会
12 回 12回 12回

在宅介護支援センター

連絡会
12 回 6回 6回

４
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■介護予防ケアマネジメントの状況

今後の方向性

より適切な介護予防ケアマネジメントを実施していくことができるよう、介護保険サービ

スの枠組みにとらわれることなく、地域資源の発見や活用を進めるなど、自立支援の選択肢

の増加に努めていきます。

ウ 地域包括支援センターへの支援強化

現状と課題

地域包括支援センターが効果的かつ継続的に運営できるよう、地域包括支援センター運営

協議会による継続的な評価・点検の強化に努めています。また、日常生活圏域ごとに在宅介

護支援センターを設置し、身近な場所の相談拠点として、地域の要援護高齢者やその家族等

の福祉の向上を図っています。引き続き、地域包括支援センターの業務内容や体制の改善を

図るため、定期的な点検・評価を実施していく必要があります。

■地域包括支援センター運営協議会の開催状況

今後の方向性

今後も、地域包括支援センター職員自らが、自身の職務や役割を明確にするため、PDCA サ

イクルによる点検・評価を取り入れた業務展開を継続していきます。

エ 地域包括支援センター職員の確保と資質の向上

現状と課題

地域包括支援センターの果たすべき役割が増えている中、ひとり暮らし高齢者や高齢者夫

婦のみ世帯、認知症高齢者等の増加により、地域包括支援センターで対応すべき問題が複雑

多様化しています。そのため、地域包括支援センターの機能が十分に発揮されるよう、適切

な人員体制の確保に努めるとともに、センター職員一人ひとりの知識や技術の向上が図られ

るよう各種研修等へ参加するなど、継続的な取り組みを進めていく必要があります。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

介護予防ケア

マネジメント件数
8,014 件 7,934件 8,000件

居宅介護支援事業所へ

の委託件数
2,451 件 2,417 件 2,450件

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

運営協議会の開催回数 3 回 3回 3回
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■スキルアップ研修・講習等の受講状況

今後の方向性

各種研修等に参加することにより、他市町村の最新情報などを把握するとともに、事業の

進め方などを学ぶ中でスキルアップを図ることで、地域支援事業の推進を図ることができる

よう努めます。

（２）相談支援体制の充実
ア 相談支援体制の整備

現状と課題

高齢者とその家族が安心して暮らし続けることができるよう、地域包括支援センター及び

在宅介護支援センターを中心に、介護保険制度、介護予防、権利擁護等の保健・福祉等、全

般の総合的な相談支援体制の充実を図っています。

また、平成 29 年 4月より「地域包括支援センター」と「障害者基幹相談支援センター」を

同フロアに設置し、高齢者と障害者の属する世帯が抱える問題を一体的に支援する体制の整

備を行いました。

さらに、市の介護・保健・福祉の担当窓口や関係機関との連携を強化し、地域における適

切なサービス、機関又は制度利用につなげる等の支援を進めていく必要があります。

■相談支援体制の状況

今後の方向性

地域包括支援センターの情報発信・周知による認知度向上を図るとともに、地域住民や介

護支援専門員、医療や介護の関係機関の方が、相談しやすい環境並びに体制整備に努めてい

きます。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

受講回数 81 回 69回 60回

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

地域における

ネットワークの推進
138 件 128件 130件

包括による実態把握 192 件 157件 160件

総合相談 1,956 件 1,749件 1,800件
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イ 地域包括支援センターの周知

現状と課題

地域包括支援センターが、介護・福祉・健康・医療等の相談窓口として広く住民に活用さ

れるよう、さまざまな機会を通じて周知に努め、より身近な相談窓口となるよう、さらなる

普及啓発を図る必要があります。

今後の方向性

市の広報紙や各種会議など、あらゆる機会を捉えて周知していくとともに、職員自らが地

域に出向き、周知を図ることができるよう努めます。

ウ 生活自立相談窓口の設置

現状と課題

家族の病気やひきこもりなど、何らかの事情で経済的な困窮状態に陥っている人（生活困

窮者）を対象に、自立に関わる相談支援や就労に関する支援を実施しています。ひきこもり

の長期化等により本人とその家族が高齢化し、支援につながらないまま孤立してしまう状況

が生じています。

■生活自立相談の状況

今後の方向性

ひきこもり者の実態を把握し、社会的孤立・生活困窮者をなくすため、各部署と連携し、

自立に向けた支援を行っていきます。

エ 高齢者の実態把握

現状と課題

ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯等を対象に、高齢者の生活状態等を把握し、心身

の状況悪化や孤立の状況等の早期発見・早期対応を目的として、在宅介護支援センターによ

る実態把握を行っています。支援が必要な人は、速やかに適切な機関へつないでいます。し

かしながら、専門職だけが関わり解決するのではなく、地域とのつながりを断ち切らずに支

援を進めていくことが必要です。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

生活自立相談件数 104 件 59件 100件

内 65歳以上の高齢者 42 件 12件 30件
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今後の方向性

支援が必要な人に対し、専門職だけでなく地域住民も巻き込みながら、支援・見守り体制

を構築していく方法を検討していきます。

（３）地域で支えあう仕組みづくりの推進【重点項目】
ア 多様な介護予防・生活支援サービスの提供体制の整備

現状と課題

地域における介護予防・生活支援サービスの提供体制の構築に向け、地域資源の把握を行

うとともに、平成 30年から配置された第２層生活支援コーディネーターを中心として、地区

の資源と高齢者のコーディネートを行っています。今後、さらに地域での資源・課題の把握

にあたるため、各地区の「協議の場」に参加することにより、市・第２層生活支援コーディ

ネーター・地域住民とともに、各地域課題について話し合う機会を確保していくことが求め

られています。

また、第２層生活支援コーディネーターと協力し、地域に不足しているサービス・支援体

制の創出を図るとともに、担い手の養成、関係者間の情報提供やサービス提供主体間の連携

の体制づくりを進める必要があります。

今後の方向性

住民と、さまざまな地域資源をつなぐよう働きかけを進めるのみならず、支援の担い手の

養成や、介護保険サービスだけでない多様な主体によるサービスの立ち上げへの支援に努め

ていきます。

イ 住民の自主活動支援や地域づくりの支援

現状と課題

介護予防に資する住民の自主的な活動や、社会福祉協議会による「ふれあいいきいきサロ

ン」の活動を支援するとともに、保健センターが開催するフレイル予防講座に栄養士・歯科

衛生士を派遣し、身近な場所での介護予防の取り組みの充実を図り、住民の自主的な介護予

防活動の育成や継続を支援しています。「いきいき百歳体操」を活用した自主活動グループ

の立ち上げ支援等を通して、地域における高齢者の通いの場を住民との連携により普及・拡

大し、介護予防に向けた地域づくりを推進しています。令和元年度から地域包括支援センタ

ー、在宅介護支援センター及び第２層生活支援コーディネーターの三者による地域資源の訪

問も行い、各地区の資源の把握、継続支援に努めました。また、第２層生活支援コーディネ

ーターを中心に地域づくりに関する講座を住民向けに開講し、地域づくりへの意識づけや、

住民の自主的な活動支援を促進しています。
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＜地域づくりに関する自主活動の新規グループ数の増加＞
【新たな集いの場の数の増加】

現状値 目標値

０グループ 10 グループ

（令和２年現在） （令和５年）

■自主活動や地域づくりへの支援状況

今後の方向性

把握してきた地域資源について見える化を進めるとともに、自主活動の少ない地域に向け

てのアプローチを行います。また、引き続き地域づくりに関する講座を開講し、自主活動や

地域づくりについての啓発活動に努めます。

ウ シルバー人材センターによる生活の支援

現状と課題

さまざまな生活支援ニーズに対応していくため、行政サービスのみならず、地域の高齢者

が働くことを通じて生きがいをもち、地域社会の活性化を図るための組織であるシルバー人

材センターが、生活支援サービス「まごころサービス」を実施しています。

「まごころサービス」は、掃除、食事づくり、洗濯等の家事支援、見守り、話し相手等の生

活支援、散歩、買い物、通院等の外出支援等、高齢者等の日常の困りごとを支援するサービ

スとなっています。さらなるサービスの充実のため、会員確保に向けた働きかけ等の支援を

行う必要があります。

■シルバー人材センターによる生活支援の状況

今後の方向性

サービスの担い手となるシルバー人材センターの会員確保への働きかけに向け、関係部署

と協議を進めていきます。さらに、事業の積極的な普及啓発を行います。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

三者訪問回数 - ６０回 ５０回

地域づくりに関する講座

の開講数
- １１回 ２０回

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

利用者数 98 人 95人 100人

就業延べ人員 294 人 281 人 ３００人

施策にかかる目標の設定
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（４）見守り体制の整備
ア 見守りＳＯＳネットワーク事業の推進

現状と課題

少子高齢化の進展に伴い、高齢者が増加し、認知症が原因による高齢者の行方不明届出件

数や事故件数の増加などが社会問題になる中、高齢になっても住み慣れた地域で安全・安心

に暮らし続けていただくため、地域における見守り支援の強化を行っていくことが重要です。

また、市内のさまざまな機関やサービス事業所の協力を得ながら、行方不明等になった認

知症高齢者等の捜索・発見・通報・保護や見守りに関するネットワークを推進することが求

められています。

■見守りＳＯＳネットワークの状況

今後の方向性

見守りＳＯＳネットワークの普及啓発のため、引き続き、地域での見守り声かけ訓練を実

施していきます。また、協力機関の増加に向けて働きかけるとともに、認知症サポーター養

成講座の受講を進めていき、協力機関へのアフターフォローを検討していきます。

イ 地域における見守り活動の推進

現状と課題

民生委員・児童委員や民生・児童協力委員を中心とした地域住民相互の見守り体制や認知

症サポーターによる見守り活動を推進するための支援が求められています。

また、地域住民による見守り活動を進めていくため、見守りボランティアを希望する地域

住民に対し、関係機関と連携し、養成講座や研修を実施することが必要です。

今後の方向性

認知症サポーター養成講座の受講層拡大のため、普及啓発に努めます。また、地域での見

守り声かけ訓練を継続して実施していきます。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

見守りＳＯＳネットワーク

事前登録者数
26 人 28人 20人

新規見守り協力機関登

録事業所
0 箇所 9箇所 5箇所
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（５）地域ケア会議の推進
ア 地域ケア会議の実施

現状と課題

地域包括支援センターによる「地域ケア会議」を定期的に開催し、支援方法等の検討を通

じ、多職種協働によるケアマネジメント支援や地域課題の把握、地域のネットワーク構築に

つなげることが求められています。また、地域課題の解決に向けた施策の検討を進めながら、

地域包括ケアシステムを深化・推進していくため、これらの取り組みが好循環を生む地域づ

くりを進める必要があります。

さらに、地域ケア会議を通じた、介護支援専門員の資質向上に取り組んでいます。

■地域ケア会議の開催状況

今後の方向性

地域及び全市での地域ケア会議の実践を積み、地域課題の把握から地域資源開発や政策形

成に結びつけ、地域づくりを進めます。

（ア）自立支援型地域ケア会議

自立支援型地域ケア会議では、比較的軽度の介護保険サービス利用者を対象に、多職種（保

健師・作業療法士・理学療法士・栄養士・歯科衛生士・薬剤師）の助言者による「自立支援」

に向けたケアプランの作成を支援します。多職種が主に自立を阻害する課題・問題について

検討することで、「自立支援」の規範的統合を図ります。また、今後は、会議で提案された

助言を実現可能なものとするため、専門職による訪問支援の実施を検討していきます。

（イ）つながり会議（地域ケア個別会議）

つながり会議では、認知症、高齢者虐待、家族間トラブル等により援助が困難な事例や複

合化した課題を抱える地域や個人に対する支援について検討します。地域住民や医療機関、

各種団体、サービス利用者や事業者等の意見を幅広く汲み上げ、地域包括支援センターの活

動に反映させるとともに、地域が抱える課題解決に向けて積極的に取り組みます。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

自立支援型

地域ケア会議
9 回 11 回 １０回

つながり会議 14 回 20回 １０回

ケアマネ支援会議 3 回 3回 3回

地域包括ケアシステム

推進会議
2 回 2回 2回
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（ウ）ケアマネ支援会議

介護支援専門員の抱える事例について、主任介護支援専門員が一緒に再検討を行うプロセ

スを通じて介護支援専門員のケアマネジメント等の支援の質を高めることを目的として実施

します。主任介護支援専門員委員会にて、年 3回開催することとします。

（エ）地域包括ケアシステム推進会議

高齢者が可能な限り住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、福祉、保健、医療

等の各機関からの情報、指導、助言等を総合的に調整し、高齢者への適切な支援体制づくり

を推進するための検討を行います。この会議は市レベルでの対策を検討する場であり、情報

の共有や集約を図る場となります。必要に応じて、政策形成への検討や介護保険審議会への

提案を審議するなど、第 1層の協議体としての役割を果たします。

（６）小地域での助けあいの推進
ア 支えあい活動の推進

現状と課題

社会福祉協議会及びその支部、民生委員・児童委員、民生・児童協力委員、福祉委員、ボ

ランティア等が中心となって、小地域の福祉ネットワークづくりに取り組んでいます。

また、民生委員・児童委員及び民生・児童協力委員を中心として地域住民相互の見守り体

制や要援護者に対する支援ネットワークづくりを推進しています。

今後の方向性

引き続き、社会福祉協議会や民生委員・児童委員等との連携を図りながら、地域ネットワ

ークづくりを進めていくとともに、地域において高齢者の憩いの場であるふれあいいきいき

サロンについて支援します。

さらに、ボランティアグループ等の民間団体への情報提供や社会貢献活動への参加を促し、

福祉コミュ二ティの充実を図っていきます。

イ ふれあいいきいきサロン事業の推進

現状と課題

社会福祉協議会では、地域の支えあいを目指し、ふれあいいきいきサロンの実施を推進し

ています。ふれあいいきいきサロンは、地域のより合い、見守りの場及び仲間づくりの場と

しての機能を持ち、住民が主体となって実施されています。

いつまでも住み慣れた地域でいきいきと生活できるよう、地域の高齢者が参加しやすいよ

う工夫していくことが必要です。



53

■ふれあいいきいきサロンの状況

今後の方向性

生活支援コーディネーターと連携しながら、必要な高齢者が参加できるよう住民への周知

及び活動継続への支援に努めます。

ウ ボランティア活動の推進

現状と課題

地域包括ケアシステムの推進にあたっては、ボランティア等による「介護予防」及び「生

活支援」が一層求められていることから、高齢者が地域とのつながりの中で安心して暮らし

続けることができるよう、社会福祉協議会が実施しているボランティア活動の支援を推進し、

見守りや相互支援のネットワークの構築に努めています。住民の生活課題が多様化・複雑化

する中で、ニーズに沿ったボランティアを養成するため、新たなボランティア活動者の発掘

が必要です。

■ボランティア講座の状況

今後の方向性

引き続き、住民相互の支えあい活動の裾野を拡げるべく、さまざまなボランティア講座を

開催していきます。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

ふれあいいきいきサロン

実施箇所数
23 箇所 23箇所 22箇所

実施回数 281 回 262回 260回

項 目
平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

実施回数 延参加者数 実施回数 延参加者数 実施回数 延参加者数

傾聴ボランティア入門講座 - - 4 回 46人 - -

傾聴ボランティア中級講座 1 回 21 人 - - 1 回 20人

移送サービス

ボランティア講座
2 回 15 人 2回 13人 1回 10人

あいおい運転

ボランティア研修会
1 回 14 人 1回 11 人 1 回 9人

生活支援・介護予防

サポーター養成講座
- - 2 回 43人 1回 20人
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（７）医療・介護の連携強化
ア「在宅医療」の普及啓発

現状と課題

医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けるこ

とができる社会の実現に向け、医療・介護の関係機関が連携し、包括的かつ継続的な在宅医

療・介護を提供することが重要です。

市は、地域包括ケアシステムの構築を目指す取り組みの一環として、住民が安心して自宅

で療養生活を送ることができる体制を整備する必要があります。医療職・介護職等の多職種

が参加する合同研修会等で市の医療・介護提供体制のあるべき姿（目標）や進め方の全体像

を協議・共有しながら、在宅医療・介護連携推進事業の施策展開を図っています。

また、住民のための在宅医療介護連携であることを念頭におき、地域住民のニーズを把握

する必要があります。

■医療・介護連携の状況

今後の方向性

住民のニーズより施策を立案し、住民に対しても「在宅療養・介護」及び「在宅看取り」

の可能性について周知していきます。

（ア）在宅医療の普及啓発

平成 28 年度に兵庫県が策定した地域医療構想では、西播磨地域における令和７（2025）年

の在宅医療需要（患者数）は、平成 25年の約 1.8 倍と見込まれています。

また現状では、医療機関の療養病床への入院患者が、令和７（2025）年には、後期高齢者

数の増加等により、在宅へ復帰することが余儀なくされることが予測されています。日常的

な医学的管理と適切な介護を提供することで、自宅での療養生活を可能とする「在宅医療」

が、在宅医療・介護連携の推進に合わせて広く普及されていく必要があります。

こうした背景のもとで、人生の最終段階を住み慣れた自宅で過ごしたいという高齢者の願

いに応え、高齢者が療養生活のあり方を自ら選択した上で、安心して在宅での生活を継続で

きるよう、地域包括支援センター、介護支援専門員等を通じて「在宅医療」の普及啓発を図

ります。

（イ）地域の医療・介護資源の把握

高齢者が、在宅で療養生活を送るための地域資源について知り、自分の状態に合う医療や

介護サービスを本人が主体的に選択できるよう、医師会・歯科医師会・薬剤師会等の協力の

もとマップ・リストの作成に取り組みます。また、その情報を活用して情報提供を行うとと

もに、医療・介護関係者の情報共有を支援します。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

病院・在宅連携推進会 2 回 2回 2回

多職種連携研修会会議 4 回 3回 3回
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（ウ）切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築

本人の意向や心身の状態、住環境、家族の介護力等、一人ひとりの状況に沿った適切な医

療・介護を提供できるよう、医療職・介護職のネットワークづくりを進めるとともに、関係

機関と連携しながら在宅医療や在宅介護が一体的に提供される仕組みづくりに取り組みます。

（エ）在宅医療・介護関係者の情報の共有支援

個別の患者情報に関する医療機関と介護支援専門員との連携を図るため、医療と介護の連

携シート等既存の連携ツールの活用を図ります。

（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援

疾病や加齢等により、医学的管理の下で療養生活を送ることになった高齢者や家族、医療・

介護関係者に、入院・外来の他に「在宅医療」という選択肢があることや、在宅医療を支え

るさまざまな地域資源について案内するため、在宅療養のための医療情報等をまとめた「ケ

アマネタイム」の作成と情報の更新に取り組みます。また、入院・転院・退院時の相談にき

め細かく対応するための関係者間のネットワークの構築を図ります。

（カ）医療・介護関係者の研修の充実

医療と介護の両方を必要とする高齢者に適切な医療と介護が提供されるよう、医療職は高

齢者の生活や介護面を考え、介護職は高齢者の心身の状態を医療面も含めて正しく知ること

ができるよう、医療職と介護職等が相互の専門性や役割を学ぶ多職種連携研修等の取り組み

を検討します。また、「自立支援型地域ケア会議」を活用し、多職種間で顔の見える関係を

築くとともに、高齢者の在宅生活を支えるための事例の積み上げをしていき、多職種が「自

立支援」への共通認識を持ちながら、医療・介護連携の実践スキルや知識の向上を図ります。

（８）介護に取り組む家族等への支援
ア 介護用品支給事業

現状と課題
介護用品支給事業は、在宅での家族介護の精神的及び経済的負担軽減を図るため、在宅の

寝たきりや認知症高齢者を介護している家族に対し、年 10 万円の範囲内で介護用品（おむつ・

尿とりパット・清拭剤・使い捨て手袋等）を支給する事業です。

適切な家族介護が図られるよう、周知強化に努めながら制度のあり方を検討し、利用促進

を図ります。

■介護用品支給事業の状況

今後の方向性
介護用品支給事業は、精神的にも経済的にも介護者の負担軽減として効果があると考え、

今後も制度の見直しを行いながら事業を継続していきます。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

事業利用人数 10 人 12人 11 人
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イ 家族介護慰労金支給事業

現状と課題
家族介護慰労金支給事業は、過去 1年間介護サービスを受けることなく家族で介護してい

る家庭に、年額 12 万円の慰労金を支給し、家族介護の促進を図る事業です。制度のあり方を

検討しながら、今後も継続的に実施します。

■家族介護慰労金支給事業の状況

今後の方向性
在宅生活を送る上で必要な事業であるため、事業内容の見直しを行いながら継続していき

ます。

ウ ひとり歩き高齢者等家族介護支援サービス事業

現状と課題
本事業は、ひとり歩き行為が認められる認知症等の高齢者を介護している家族に対して、

ひとり歩きした際に早期発見できる位置検索システム専用端末機を貸与するものです。

潜在的な需要はあると思われますが、端末機をひとり歩き行為が認められる高齢者に持た

せていても、本人が端末機を外してしまうおそれがあるなど、普及上の課題が見られます。

関係機関と連携して課題を把握の上、さらなる有効な見守り支援を検討し、ひとり歩きのお

それがある高齢者の保護に取り組んでいきます。

■ひとり歩き高齢者等家族介護支援サービス事業の状況（新規申請者）

今後の方向性
広報掲載等により、事業の周知を図ります。

エ 介護者同士のつどいの場の充実

現状と課題
社会福祉協議会において、自宅で介護をする際に抱えがちな悩み、日頃の介護での出来事

や心の葛藤を打ち明けあけられる場、介護者同士が気軽につどえる場及び情報交換の場とな

ることを目的に介護者のつどい「あ・うんの会」の運営支援を行っています。

■介護者同士のつどいの場の状況

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

事業利用人数 1 人 1 人 1 人

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

新規事業申請者数 4 人 5人 6人

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

定例会・交流会実施回 11 回 10回 8回
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今後の方向性
引き続き、世話人が無理のないように活動を継続できるように支援していきます。

オ ショートステイ等の充実

現状と課題
一時的に養護老人ホームでの援護が必要な高齢者を対象に、養護老人ホームの空きベッド

を活用して短期間宿泊し、日常生活に対する指導・支援を行う事業です。在宅にて介護に取

り組む家族等が不在又はひと休みしたいときなど、一時的に施設に入所することにより、介

護者の負担軽減を図ります。

■ショートステイの利用状況

今後の方向性
虐待事案など緊急性が高い場合にも活用できるため、今後も継続して実施します。

カ 相談、傾聴、助言等の支援

地域包括支援センター、在宅介護支援センター及び社会福祉協議会、さらに平成 29 年４月

から設置している子育て世代包括支援センターや障害者基幹相談支援センターが連携し、仕

事との両立や経済的な困難を抱える人、10代や 20代の若年層介護者（ヤングケアラー）、介

護と子育てを同時に行う人（ダブルケアラー）等、さまざまな問題を抱える相談者に対する

支援体制の充実に努めます。

キ 情報提供や介護技術の講習等の充実

基礎的な介護の知識や技術が気軽に学べる社会福祉法人による家族介護教室のさらなる充

実や、お元気コールやあんしん見守り事業等、介護者が安心して介護を続けることができる

よう、支援の充実に取り組みます。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

参加者数 132 人 109人 90人

会員数 17 人 20人 18人

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

短期入所日数 29 日 9日 45日

利用実人数 3 人 1人 5人
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［基本目標２］健康長寿のまちづくり

（１）健康づくり・生活習慣病予防の推進
ア 健康教育「集団健康教育・個別健康教育」

現状と課題

生活習慣病予防、健康増進等、市民の健康に関する正しい知識の普及を図ることにより、

「自分の健康は自分で守る」という認識と自覚を高めるとともに、壮年期からの健康の保持

増進を図るため、保健センター、各地区公民館等で健康教育を実施しており、継続して健康

づくりの普及に努める必要があります。

■健康教育「集団健康教育・個別健康教育」の状況

今後の方向性

今後も健康増進法に基づく健康増進事業を推進するため、正しい情報の提供に努め、健康

づくりの普及・啓発を促進します。

イ 健康相談

現状と課題

心身の疲労や体調の異常を感じる人が多くなっている現状の中で、個別の相談に応じ、必

要な指導・助言を行うことで、より広く家庭における家族を含めた健康増進を図ることを目

的に、保健センターや健康診査の機会に健康相談を実施しており、継続して行う必要があり

ます。

■健康相談の状況

今後の方向性

健康増進法に基づく健康増進事業を推進するため、今後も継続的に実施します。

項 目
平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

実施回数 延参加者数 実施回数 延参加者数 実施回数 延参加者数

病態別 3 回 39 人 2回 81 人 2回 70人

一般 7 回 173 人 13回 187人 10回 190人

項 目
平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

実施回数 延参加者数 実施回数 延参加者数 実施回数 延参加者数

歯周疾患 13 回 267 人 13回 278人 13回 270人

病態別 1 回 17 人 2回 32人 2回 30人

総合健康相談 315 人 229人 250人
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（ア）健康診査「基本健康診査」

現状と課題

健康診査は、疾病の早期発見だけでなく、生活改善のきっかけづくりをすることで健康の

維持増進を図ることを目的として実施しています。

基本健康診査は、市民が受診しやすいよう、市内の小学校等、市民に身近な会場で実施し

ていましたが、令和元年度より足場が悪いなど高齢者の負担が大きいことから、扶桑電通な

ぎさホールで実施しています。また、がん検診（胃・肺・大腸・前立腺）、ABC 検診、肝炎ウ

イルス検診、歯周疾患検診、骨粗鬆症検診及び子宮がん検診も同時に受診できるようにセッ

ト検診に取り組んでおり、生活習慣病予防のため、継続して実施する必要があります。

■健康診査の受診状況

今後の方向性

高齢者の医療の確保に関する法律に基づく生活習慣病予防のため、今後も継続的に実施し

ます。

（イ）健康診査：がん検診

現状と課題

胃がん検診、肺がん検診、大腸がん検診、前立腺がん検診及び子宮がん検診は、基本健康

診査と同時にできるようにセット検診に取り組んでいます。乳がん検診では、就労者が受診

しやすいよう乳がん月間である 10 月に日曜検診を設けています。

■がん検診の受診状況

※対象者数：住民基本台帳

※実施人数：集団健診（人間ドックは含まない）

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

特定健康診査受診者数 2,816 人 2,678人 2,500人

後期高齢者受診者 940 人 973人 980人

項 目
平成30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

対象者数 実施人数 対象者数 実施人数 対象者数 実施人数

胃がん 19,403人 812 人 19,302人 700 人 19,140 人 650人

肺がん 19,403人 2,382 人 19,302人 2,296 人 19,140 人 2,200人

乳がん 10,451 人 638 人 10.390人 682 人 10,294人 650人

子宮がん 13,180 人 603 人 13,005人 656 人 12,853人 600人

大腸がん 19,403人 2,092 人 19,302人 2,033 人 19,140 人 2,000人

前立腺がん 6,931 人 749 人 6,916 人 765 人 6,898人 750人
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今後の方向性

子宮がん及び乳がん検診の受診率向上のため、環境の整備と併せ、がん対策推進員の協力、

各医療機関にポスターの掲示等を依頼し、地域に密着した PR 活動を行っていきます。また、

市民のニーズに合った検診ができるよう随時見直しを行います。

ウ 訪問指導

現状と課題

訪問指導は、生活習慣病予防、介護予防、保健サービスと医療・福祉等の他のサービスの

活用方法に関する相談・調整を図ることを目的として実施しており、この取り組みを継続す

る必要があります。

■訪問指導の状況

今後の方向性

健康増進法に基づく健康増進事業を推進するため、今後も継続的に実施します。

エ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な事業

現状と課題

本市の高齢化率は、国や県よりも高い水準で推移しており、さらに介護保険の要支援・要

介護認定者数も増加し続けています。その中でも特に、要支援 1から要介護 1までの軽度者

の増加が顕著となっていることから、それ以前にフレイル予防に関する知識等の普及・啓発

を行い、高齢者自らがフレイル予防に日常的に取り組む意識づけが必要となります。

また、医療面で人工透析の起因が明らかとなった患者のうち、半数以上が生活習慣病を起

因とするものであり、その約 60％が糖尿病を起因として、透析となる糖尿病性腎症となって

いることから、主治医等と連携を図り、糖尿病の重症化予防を図る必要があります。

今後の方向性

国保データベース（KDB）システムを活用し、フレイル状態（虚弱）、慢性疾患による受診

や重症化といった後期高齢者の対象者を把握します。さらに、保健師、管理栄養士及び歯科

衛生士等の専門職による「訪問による個別の相談・指導（ハイリスクアプローチ）」や「通

いの場への積極的な関与（ポピュレーションアプローチ）」を行い、庁内関係部局との連携

により一体的に事業を実施します。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

要指導者 1 件 4件 4件

その他 7 件 9件 8件
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（２）介護予防・日常生活支援総合事業の推進【重点項目】
ア 介護予防・日常生活支援サービス

現状と課題

介護予防・日常生活支援サービスの類型として、従前相当サービス及び緩和型サービスに

加え、住民主体サービスＢの実施を推進しています。令和２年度からは、以前より有償ボラ

ンティアにて、地域の生活援助を行ってきた団体に対し補助を行い、運営を支援しています。

今後の方向性

基本チェックリストを利用した簡易な形式での事業対象者の判定について周知を図ります。

また、既存の補助団体をモデルとし、他の地域での実施を働きかけていきます。

イ 一般介護予防事業の充実

（ア）介護予防普及啓発事業

現状と課題

主として活動的な状態にある高齢者を対象に、生活機能の維持又は向上に向けて介護予防

に関する知識や情報等の普及啓発を行っています。

■介護予防普及啓発事業の状況

※新型コロナウイルス感染症拡大の影響により中止

今後の方向性

現行の取り組みに対するニーズ、評価等を踏まえ、より効果的・効率的な介護予防の取り

組みを推進していきます。

（イ）地域介護予防活動支援事業（いきいき百歳体操）

現状と課題

身近な場所で取り組む効果的な介護予防、住み慣れた地域での住民主体の活動としていき

いき百歳体操を実施しています。グループでの活動が、高齢者の心身機能の維持向上や生活

改善、さらには地域づくりにもつながるよう、定期的な支援も行っています。継続グループ

については、住民主体の活動として定着していますが、新規立ち上げ団体が少なくなってお

り、新規立ち上げ・運営費の補助金を交付し支援していますが、未実施地域などへの普及啓

発・支援が課題となっています。

項 目
平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

実施回数 参加者数 実施回数 参加者数 実施回数 参加者数

介護予防講座 15 回 264 人 56回 509人 60回 520人

健康大学講座 10 回 2,217 人 10回 2,291 人 ※0回 0人

介護予防手帳の交付数 139 冊 243冊 200冊
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＜健康寿命の延伸＞
【健康寿命（男女）】

現状値 目標値

79.3 歳（男） 80.1 歳（男）

84.0 歳（女） 84.5 歳（女）

（令和２年現在） （令和５年）

■いきいき百歳体操の状況

※新型コロナウイルス感染症拡大の影響により中止

今後の方向性

さらに活動グループが増加し、より身近な場所で取り組めるよう普及啓発方法を検討し、

継続できる住民主体の活動を支援しながら、住民主体以外の一般介護予防事業を活用した介

護予防の場の創設を検討していきます。

項 目
平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

実施回数 参加者数 実施回数 参加者数 実施回数 参加者数

体験講座 1 回 8 人 2回 45人 4回 50人

スタートアップ講座 11 回 95 人 8回 178人 16回 200人

グループフォローアップ

講座
1 回 35 人 ※0回 0人 1回 50人

グループ数 42 グループ 42グループ 46グループ

登録者数 793 人 860人 910人

施策にかかる目標の設定
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（３）生きがいづくりや社会参加の促進【重点項目】
ア 高年クラブ活動の推進

現状と課題

高年クラブ活動への参加によって、高齢者が自らの生活を豊かにする健康づくり、趣味や

レクリエーション等の個人分野から、地域を豊かにする友愛訪問・清掃活動・伝承活動等社

会的な活動への積極的参加により、生きがいを持って自立した生活を営むことができ、介護

予防への効果も期待できるため、高年クラブ活動の充実に努めていますが、会員数が減少、

また会員の高齢化により、活動内容等が減退しているのが大きな課題です。

※高年クラブの主な活動：健康づくり・友愛・奉仕活動、地域の見守り活動（高齢者、子ど

も）、ボランティア活動、その他高齢者の社会活動の促進を図る活動

■高年クラブ活動の状況

今後の方向性

身近な仲間同士の友愛活動をはじめ、地域や各世代と積極的に交流を深め、地域での存在

感を深め、若手会員や新規会員が気軽に加入できるように魅力ある高年クラブを目指します。

そのために支援の充実を図り、今までにない新しい活動も検討していきます。また、生活支

援体制整備事業の充実につながるような地域のネットワークづくりにも積極的な参加を促進

していきます。

イ 生涯学習の充実

現状と課題

社会の成熟化に伴い、生涯学習の果たすべき役割は多様化しています。そのような中、高

齢者が実践的に学び、その成果を社会に生かすことで、自らの学習意欲を持ち続けることが

できるよう、ライフステージに応じた生涯学習機会の提供を進めます。

■生涯学習の状況（金ケ崎学園大学）

※新型コロナウイルス感染症拡大の影響により中止

今後の方向性

高齢化が一層進む現代社会において、高齢者がそれぞれのライフステージにおける学習機

会を適切な場所で提供できるよう、今後も柔軟かつ継続的に生涯学習事業の充実を図ります。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

会員数 977 人 942人 885人

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

学園生数 480 人 447人 ※0人

利用延人数 6,600 人 5,731 人 ※0人

実施回数 14 回 13回 ※0回
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ウ レクリエーションスポーツ活動の推進

現状と課題

『「する」・「みる」・「ささえる」-「結び合う」市民のだれもが、いつでも、どこでも、

いつまでも楽しめるスポーツ環境づくりを目指して！』をスローガンに、子どもから高齢者

まで、生涯を通してスポーツ活動を楽しみ、互いに交流し、健康で活気に満ちた豊かな生活

が送れるよう、レクリエーションスポーツ活動の普及推進に努めています。

現状のライフスタイルに適したレクリエーションスポーツ活動を展開していく必要があり

ます。

■レクリエーションスポーツ活動の状況

※新型コロナウイルス感染症拡大の影響により中止

今後の方向性

ライフスタイルの変化に伴い、市民の健康維持増進への意識が高まる中、スポーツへのニ

ーズは多様化しています。そのようなニーズに応えるべく、今後も各種大会やスポーツイベ

ントを開催し、レクリエーションスポーツ活動の普及推進を図り、市民の健康維持増進に寄

与していきます。

エ 生きがい交流センターの活用

現状と課題

高齢者の教養の向上と健康の増進のための便宜を供与するとともに、市民の文化的活動の

ための場を提供し、市民福祉の増進に寄与することを目的に設置しています。

■生きがい交流センターの活用状況

項 目
平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

大会回数 参加者数 実施回数 参加者数 実施回数 参加者数

あそぼうる 5大会 104 チーム 4 大会 80 チーム 4 大会 90 チーム

ターゲットバードゴルフ 8大会 592 人 8大会 619人 5大会 357人

グラウンドゴルフ 5大会 676 人 4大会 464人 3大会 400人

ペタンク 2大会 26 チーム 2 大会 20 チーム ※0大会 0 チーム

アジャタ 1 大会 90 人 1大会 96人 1大会 100人

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

利用延人数 19,594 人 16,954人 18,000人

利用回数 1,873 回 1,845回 1,900回

生きがいセミナー受講

延人数
2,031 人 1,956人 1,500人

生きがいセミナー開催

件数
162 件 147件 160件
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＜社会参加する高齢者の増加＞
【週 1回以上の地域での活動に参加する高齢者の割合】

現状値 目標値

46.7％ 65.0％
（令和２年） （令和５年）

※介護予防・日常生活圏域ニーズ調査

今後の方向性

女性利用者に比べ男性利用者が少ないので、男性利用者を対象とした生きがいセミナーを

増やし、男性利用者の増加につなげていくよう検討します。

オ 高齢者の就労促進

現状と課題

高齢者の就労促進を図るため、高齢者のライフスタイルに合わせた「臨時的かつ短絡的又

はその他軽易な業務」を提供するとともに、福祉の充実と活力ある地域社会づくりに寄与す

るシルバー人材センターの発展を支援していくことが必要です。

■高齢者の就労実績（シルバー人材センター）

今後の方向性

高齢者が豊かな経験と能力を生かすことができるよう、就業機会の拡大に努めます。特に、

高齢化社会に対応するため介護分野の充実を図ります。

また、高齢者の就業を通じた社会参加や生きがいづくりに取り組むシルバー人材センター

を引き続き支援していきます。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

就労件数 4,140 件 3,177 件 3,500件

延べ就労人員 73,491 人 68,953人 70,000人

会員数 649 人 631 人 635人

施策にかかる目標の設定
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［基本目標３］いつまでも住み続けられるまちづくり

（１）認知症対策の推進【重点項目】
ア 認知症ケアネットの活用推進

現状と課題

認知症になっても本人の意思が尊重され、可能な限り住み慣れた地域で暮らし続けること

ができるよう、認知症の進行状況に応じた適切なサービス提供の流れをまとめた「認知症ケ

アネット（国：認知症ケアパス）」を作成し、周知・活用を図ります。

さらに、認知症ケアネットには社会資源等、随時更新していく必要がある情報を記載する

ため、定期的に情報収集を行います。

■認知症ケアネットの配布状況

今後の方向性

認知症を心配する高齢者及びその家族にとっても、安心して地域で暮らし続けていくため

の有効なツールとして、認知症ケアネット（国：認知症ケアパス）の作成・発行を継続しま

す。

イ 認知症の早期予防・発見の推進

現状と課題

認知症は、早期に受診し、適切な治療や内服を早い段階から行うことで、症状を改善した

り、進行を遅らせることができます。そのため、軽度のもの忘れや認知症が疑われた段階で

の早期の相談や受診の必要性を啓発していきます。

また、無理なく楽しみながら続けられる認知症予防の方法について、地域包括支援センタ

ーから高年クラブ等を通じて周知し、認知症予防を推進します。

今後の方向性

認知症チェックの実施方法、実施後のフォロー方法について見直し、発見後の効果的な支

援につなげられる体制づくりを図ります。

相談窓口のさらなる周知とともに、早期受診の必要性の啓発に取り組んでいきます。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

配置数 1,000 冊 1,500冊 2,000冊
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ウ 認知症地域医療連携、認知症への早期対応の推進

（ア）早期診断・早期対応に向けた支援体制の構築

現状と課題

認知症が疑われる人や認知症の人とその家族を複数の専門職が訪問し、認知症専門医の指

導のもと初期の支援を集中的に行うことにより、受診勧奨や自立生活のサポートを行う「認

知症初期集中支援チーム」を地域包括支援センターに配置し、早期診断・早期対応に向けた

支援体制の構築に取り組みます。

■認知症初期集中支援チームの訪問状況

今後の方向性

認知症の発症初期から状況に応じて、医療と介護が一体となった認知症の人への支援でき

る体制づくりを進めるとともに、認知症ケアネットの普及に努めます。

初期集中支援チームの活動について、広報紙掲載や専門職の会議での紹介により周知して

いくとともに、支援を必要としている対象者の情報収集を進めていきます。

市内 4箇所に設置している「在宅介護支援センター」が、高齢者世帯等を訪問し、実態把

握を実施する中で、初期の認知症の症状がある方を初期集中支援チームへつなぎ、支援して

いきます。

（イ）認知症医療連携体制及び相談体制の充実

現状と課題

「認知症地域支援推進員」を配置し、医療機関や介護サービス、地域の支援機関の間での連

携を図るとともに、地域の実情に応じて、地域における認知症の人とその家族を支援する相

談支援や、医療と介護が一体になった認知症の人を支援する体制づくりを進めています。

今後の方向性

地域包括支援センターが認知症相談センターであることを周知し、もの忘れ相談を実施す

るなど、支援体制の充実を目指します。また、認知症地域支援推進員の活動について積極的

に広報するとともに、介護サービスや医療機関及び地域の支援機関との連携を強化します。

かかりつけ医の段階で早期発見ができる体制を充実させるとともに、かかりつけ医と専門

医及び専門医療機関との連携により、認知症初期から重度まで各ステージに合った医療が受

けられるよう医療との連携づくりを検討していきます。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

訪問者数 10 人 14人 １５人
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エ 認知症及び若年性認知症の正しい理解の普及促進

現状と課題

認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし

続けることができる社会を目指し、認知症への理解を深めるための普及・啓発、認知症初期

集中支援チームの介入による認知症の様態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供、若年

性認知症施策の強化を推進します。また、地域での見守り体制の整備や、市民後見人の育成・

活用による認知症の人を含む高齢者にやさしい地域づくりに努めています。

今後の方向性

引き続き、市広報紙やパンフレット等で認知症についての正しい理解の普及を図ります。

オ 認知症支援体制の構築

（ア）認知症サポーター養成講座の開催強化

現状と課題

認知症高齢者は記憶障害や認知障害から不安に陥り、その結果周りの人との関係が損なわ

れたり、介護する家族と共倒れになってしまう可能性があります。そのため、認知症高齢者

とその家族を地域で支える仕組みの構築が求められています。引き続き、認知症サポーター

養成講座を計画的に開催し、認知症についての正しい理解と普及を図り、認知症高齢者の早

期発見に努めるとともに、認知症高齢者とその家族を温かく見守り、支えあうことのできる

地域づくりを目指します。併せて見守りＳＯＳ訓練も実施し、さらなる認知症の正しい理解

の普及に努めています。

■認知症サポーター養成講座の実施状況

今後の方向性

キャラバン・メイトの活動を促進するとともに、認知症サポーター養成講座の開催頻度を

増やし、認知症サポーターの養成に努めます。また、若い世代や学校教育現場及び見守りＳ

ＯＳネットワーク協力機関での養成講座の開催拡大をより一層図ります。

また、サポーターのフォローアップや活動の場の紹介とともに、認知症の人を見守り支え

る仕組みづくりに努めます。さらに、地域で暮らす認知症の人や家族の困りごとの支援ニー

ズとサポーターを結びつけるための「チームオレンジ」の構築に向けた検討を行っていきま

す。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

実施回数 34 回 21 回 30回

サポーター養成人数 846 人 685人 700人
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（イ）オレンジ・サロン（認知症カフェ）

現状と課題

軽度認知機能障害及び認知症の高齢者や家族に交流、情報交換の場を提供することで、居

場所づくり、認知症状の悪化予防及び家族の介護負担の軽減を図ります。認知症についての

正しい理解を深め、地域での認知症啓発を推進します。

今後の方向性

市民への周知不足が課題として考えられるため、普及啓発に努めます。

（ウ）若年性認知症への支援体制づくり

現状と課題

若年性認知症は、18～64 歳までの世代に発症した認知症であり、働き盛りの時期に仕事や

家事が十分にできなくなることで、身体的にも精神的にも、また経済的にも大きな負担がか

かります。

本人やその家族は、高齢者の認知症の人より周囲に相談しにくく、支援が必要でも困りご

とを 1人で抱えてしまうケースがあります。

今後の方向性

若年性認知症家族会「らんらんの会」の参加者増加を目標に、関係機関に周知を図ります。

支援が必要な状況にありながら相談できない若年性認知症の人については、把握やアプロ

ーチが難しいため、関係機関や医療機関等から紹介が得られる体制づくりを進めます。

（エ）警察との連携推進

現状と課題

見守りＳＯＳネットワークに登録した方を警察と情報連携を図り、地域での見守り体制の

強化を図ります。また、支援対象者の情報を警察より適宜提供を受け、本人にとって適切な

サポートにつなげます。

今後の方向性

警察より情報提供を受けた場合は、速やかに適切なサポート体制を案内できるよう関係機

関と連携していきます。
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＜認知症サポーターの活動の増加＞
【認知症サポーターとして、地域活動やボランティア活動に参加したい人の割合】

現状値 目標値

13.2％ 25.0％
（令和２年） （令和５年）

（２）居住環境の整備
ア 高齢者の居住の安定確保

現状と課題

ライフスタイルに応じた住まいの選択ができるよう、サービス付き高齢者向け住宅や有料

老人ホーム等の高齢者向け住宅の適切な確保を進めていくとともに、高齢者向け住宅に関す

る情報提供を行っています。引き続き、情報収集に努めながら相談支援を行う必要がありま

す。

今後の方向性

情報提供や相談支援に努め、高齢者の豊かな居住環境の実現を目指します。

イ 高齢者等住宅改造助成事業

現状と課題

介護を要する高齢者等が、住み慣れた住宅で安心して自立した生活を送れるよう、身体状

況に応じて住宅を改造する費用を助成します。居宅サービスの介護支援専門員などを通じて、

制度の周知を図り、介護保険法定給付と併せて、法定分以外の改修に対する助成事業を実施

することにより、高齢者等の居住環境の向上を図ります。

■高齢者等住宅改造助成事業の状況

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

助成件数 17 件 13件 23件

助成額 3,128 千円 4,443 千円 5,821 千円

施策にかかる目標の設定
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今後の方向性

市内には段差が多く移動がしにくい等、高齢者にとって自立した生活が送りにくい住宅が

数多く存在し、潜在的なニーズは少なくないと思われるため、今後も継続的に実施します。

ただし、兵庫県の「人生いきいき住宅助成事業実施要綱」により実施していることから、今

後、県の動向に注目する必要があります。

ウ 養護老人ホームの充実

現状と課題

養護老人ホームは、経済的理由及び環境上の理由により、在宅での生活が困難な高齢者を

入所させて養護する施設です。居宅において生活するのが困難な人を措置し、心身の健康回

復、生活の安定を図ることで老人福祉法の保護措置の実現を図っていきます。

なお、虐待事案においては、空床利用による緊急保護が必要となる場合があるため、臨機

応変に対応できるよう連携強化に努めます。

■養護老人ホームの利用状況

今後の方向性

虐待事案や経済的及び環境上、在宅での生活が困難な高齢者保護のため、今後も継続的に

実施します。

（３）災害時や感染症など、緊急時等における高齢者支援の強化
ア 災害や感染症対策のネットワークづくり

現状と課題

要介護高齢者、ひとり暮らし高齢者、高齢者のみ世帯など災害時に援護を必要とする方を

対象に、「相生市地域防災計画」に基づいて支援します。

支援者の新規登録や継続的活動を促すため、民生委員・児童委員等の協力のもと、地域住

民に対する働きかけを行います。

また、近年の災害や新型コロナウイルス感染症の流行を背景に、有事の際の避難場所とし

て、公共施設、社会福祉施設などの既存施設において、支援を必要とする高齢者を対象とす

る「福祉避難所」（二次的な避難施設）の設置及び運営方法について検討することが求めら

れています。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

利用延人数 517 人 463人 450人
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今後の方向性

要援護者名簿が有効に活用できるよう、関係機関と連携していきます。

また、県及び保健所とともに、市の関係部署、医療機関等との連携した支援体制を整備す

るとともに、引き続き「福祉避難所」の設置及び運営について検討を進めます。

イ アイアイコール（緊急通報システム）設置事業

現状と課題

在宅で生活しているひとり暮らし高齢者等で援護を要する方を対象に、緊急事態発生時の

救護体制を確立し、在宅生活における不安を解消することを目的に緊急通報端末機を貸与し

ます。緊急時には、ボタンを押すことで即時に受信センターへ通報され、地域の協力を得な

がら速やかに対象者の救護を図ります。

■アイアイコール（緊急通報システム）設置事業の状況

今後の方向性

ひとり暮らしの高齢者の増加傾向の中、緊急時の救護体制をあらかじめ確立し、ひとり暮

らしの方や高齢者のみの世帯等の不安解消を図ることは重要であり、制度の見直しを行いな

がら、今後も継続的に実施します。

（４）在宅生活の支援
ア 在宅福祉サービスについて

現状と課題

住み慣れた地域で安心して生活していけるよう、さまざまな高齢者在宅福祉サービスを実

施しています。サービスを必要としている人に必要なサービスが提供できるよう、事業の普

及啓発に努める必要があります。

今後の方向性

制度の見直しを行いながら事業を継続して実施していきます。

■主な在宅福祉サービス事業

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

利用人数（年度末） 148 人 119 人 115 人

事 業 名 内 容

老人短期入所事業

（ショートステイ）

身体的及び社会的な理由で一時的に養護老人ホームでの援護

が必要な高齢者を対象に、養護老人ホームの空きベッドを活用し

て短期間宿泊し、日常生活に対する指導・支援を行う事業です。
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イ 高齢者等の移動サービスの充実

現状と課題

車いすの利用者等、公共交通手段の利用が困難な人に対し、社会福祉協議会が運営主体と

なり、ボランティアが通院や余暇活動等の外出時に、福祉車両を使用した送迎を実施してい

ます。しかし、車いす利用者だけでなく、高齢化に伴い免許の返納者も増え、心身機能低下

による移動制約者も増加しており、生活の質の確保や閉じこもり防止の観点から移動手段の

確保が必要になります。

■高齢者等の移動サービスの状況

事 業 名 内 容

配食サービス事業

日常の調理等が困難な状態にあり、経済的な事情により栄養バ

ランスがとれた食生活を営むことが困難な 65歳以上のひとり暮

らし高齢者等に対し、配食の助成を行うとともに、配達の際に安

否確認を行い、自立した生活の支援を行う事業です。

訪問理・美容

サービス事業

訪問理・美容サービス事業は、加齢に伴う心身の機能低下によ

り、理容院又は美容院に出向いてサービスを受けることが困難な

状態にある高齢者に対して、自宅等に訪問して理（美）容サービ

スが受けられるようにする事業で、理（美）容事業者の移動・出

張に要する費用を助成します。

お元気コール事業

在宅で生活している 75歳以上のひとり暮らし高齢者を対象

に、定期的に安否確認の電話をかけ、体調が悪い場合、登録され

た近親者等に連絡する他、電話に出ることができない場合は訪問

等により安否確認を行います。ひとり暮らし高齢者の不安解消を

図るため、継続して実施します。

救急医療情報

キット配布事業

在宅で生活している 65歳以上の高齢者等を対象に、在宅時の

救急搬送時の安全・安心を図るため、病歴や服用内容、緊急連絡

先等の情報をあらかじめ記入して保管しておく「救急医療情報キ

ット等」の配布を行う事業です。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

高齢者等移送サービス

事業実施回数
494 回 424回 500回

デマンドタクシー

利用回数
709 回 724回 ６２０回
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今後の方向性

相生市地域公共交通総合連携計画に基づき、社会福祉協議会、社会福祉法人、交通機関等

と定期的に協議の場を持ち、今後は高齢者担当課の担当者・各地区の生活支援コーディネー

ターも参加し、より地域のニーズにあった移動手段の確保を検討していきます。

（５）高齢者の権利擁護等の推進
ア 成年後見制度の計画的な普及・活用

（ア）西播磨成年後見支援センターとの連携強化と活用

現状と課題

西播磨成年後見支援センターを中心に、成年後見制度の普及啓発、成年後見制度に関する

相談支援、市民後見人養成・監督業務等を行っています。

今後の方向性

運営推進会議を定期的に開催し、西播磨成年後見支援センターや他市町、専門職との連携

強化を図ります。また、広報紙・パンフレット等を活用し、西播磨成年後見支援センターの

周知に努めます。

（イ）成年後見制度の普及と活用

現状と課題

講演会や広報紙、パンフレット、DVD の貸出しなどさまざまな方法で、成年後見制度につい

ての正しい理解の普及を図っていますが、周知面では課題があります。

また、認知症高齢者やひとり暮らし高齢者の増加に伴い、今後需要はさらに増えると考え

られるため、西播磨成年後見支援センターと協力して市民後見人養成の推進に努め、市民後

見人の養成とともに、市民後見人の適切な活動に向けた支援体制の構築が必要です。

■成年後見制度の状況

今後の方向性

今後も西播磨成年後見支援センターと連携し、成年後見制度の普及啓発と市民後見人の養

成、市民後見人の適切な活動に向けた支援体制の構築について、計画的に推進します。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

市長申立件数 0 件 4件 3件

専門職による相談会の

実施回数
1 回 2回 1回
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（ウ）福祉サービス利用援助事業（日常生活自立支援事業）

現状と課題

本人の意思を尊重した福祉サービスの利用援助や金銭管理等の支援を行いながら、必要な

人が制度の利用ができるよう、事業の周知を進めています。

また、金銭管理のみならず、生活全体を支えるような支援が求められており、本人のでき

ることを引き延ばすような支援の充実が必要となっています。

■福祉サービス利用援助事業（日常生活自立支援事業）の状況

今後の方向性

引き続き、判断能力に不安のある方が地域で安心した生活を続けていけるよう、本人に寄

り添った支援を実施し、随時相談援助を行います。

イ 高齢者の虐待防止等の推進

（ア）啓発の推進

現状と課題

市民一人ひとりが高齢者虐待に対する正しい認識を深めることが、虐待を未然に防ぐこと

への第一歩となります。また、虐待を受けている高齢者の多くが疾病等により介護を必要と

する状態であることから、養護者・家族に対する支援を充実させるとともに、介護に関する

正しい知識を広めることが必要です。

そのため、高齢者が介護を要する状態となっても、その人権を尊重し、権利を擁護するた

め、広報紙やリーフレット等の配布や研修会等を通じて高齢者虐待に関する正しい理解が深

まるよう啓発活動を推進しています。

今後の方向性

認知症サポーター養成講座やまちかど出前講座等で、「高齢者虐待に対する正しい認識」

の啓発を継続して行っていきます。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

契約件数 14 件 11 件 12件

うち新規契約件数 3 件 0件 2件

終了件数 2 件 3件 1件
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（イ）高齢者虐待防止のための見守り体制の充実

現状と課題

高齢者虐待を未然に防ぎ、問題が深刻化する前に早期に発見し、高齢者や養護者・家族に

対して適切な支援を行うため、虐待が疑われる場合に市への通報義務があることを地域住民

やサービス事業者等に周知しています。

高齢者虐待防止の中心的役割を担う地域包括支援センターにおいては、高齢者の実情に応

じた適切な支援を行うとともに、虐待の防止・早期発見等に努め、さらなる関係機関の連携

の強化が必要です。

今後の方向性

地域における見守りの目を育むことができるよう、民生委員・児童委員をはじめ、地域密

着型サービス事業所や見守りＳＯＳネットワーク協力機関等に働きかけます。

（ウ）措置制度等の活用

現状と課題

虐待を受けた高齢者の生活が安定するよう、支援することが必要です。そのため、虐待の

状況や家庭事情等により、虐待を受けた高齢者の身柄の安全を早急に確保する必要がある場

合には、老人福祉法に基づく「やむを得ない事由による措置」を活用しています。

また、安定した生活の確保のため、必要に応じて成年後見制度を活用する等、今後も状況

に応じた適切な対処が必要です。

■措置制度等の状況

今後の方向性

措置の必要な状況にある高齢者には、「やむを得ない事由による措置」を今後も活用して

いきます。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

虐待対応人数 32 人 43人 40人

うち措置入所者数 1 人 2人 2人
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（エ）施設等における身体拘束ゼロに向けた取り組み

現状と課題

身体拘束は、高齢者の尊厳を傷つけるだけでなく、身体機能の低下を引き起こす可能性が

あります。

このため、介護保険施設や居宅サービス事業所等における身体拘束ゼロに向けた職員の意

識改革や、マニュアル・手引きの作成、研修会の開催等、サービスの質の向上に取り組んで

おり、引き続き取り組みへの支援が必要です。

今後の方向性

地域密着型事業所への実地指導や集団指導、また介護保険事業所への県との合同監査時に、

事業所に直接指導を行います。研修機会の情報提供をはじめ、事業所の身体拘束に対する問

題意識を事業所と共有し、明確にする機会を持つとともに、身体拘束ゼロに向けて介護サー

ビスの質の向上を目指し、今後も啓発、支援等に努めます。

ウ 消費者保護対策の推進

（ア）消費者保護対策と防犯対策の推進

現状と課題

リフォーム業者などの訪問販売による消費者被害を未然に防止するため、消費生活センタ

ーなどと定期的な情報交換を行うとともに、自治会、民生委員・児童委員、介護支援専門員、

訪問介護員等に必要な情報提供を行い、高齢者の消費生活の安定に努めます。

安全安心推進員及び警察署と協力して、振り込め詐欺や悪質訪問販売などについてまちか

ど出前講座として講習を行っています。

消費生活研究会と連携し、悪質詐欺キャンペーンを実施しています。また、防災メールな

どを利用して、緊急的な注意喚起にも取り組みます。

■消費者保護対策の状況

■防犯対策の状況

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

消費生活センター

相談件数
203 件 148件 150件

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

まちかど出前講座 4 回 4回 4回

悪質詐欺キャンペーン 2 回 2回 2回
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今後の方向性

相談内容も多様化・専門性が必要となってきているため、他市町の消費生活センターと連

携し体制の充実を図ります。また、相生警察署との情報共有を進めるとともに、民生委員・

児童委員に情報提供を行うなど、各種団体との連携を図ります。

エ 福祉意識の醸成

（ア）福祉教育の充実

現状と課題

市内全小中学校を福祉教育推進校に指定し、社会福祉協議会との連絡会を開催することに

より、地域課題や福祉学習について情報交換等を行っています。

■福祉教育の状況

今後の方向性

継続的な開催により、地域課題や福祉学習についての情報交換の円滑化を図ります。

（イ）地域とともに進める福祉学習

現状と課題

学校や地域において実施される、福祉や人権への理解を深める学習にボランティア等を派

遣し、住民相互の交流を図っています。また、企画についての相談に応じています。

■福祉学習の状況

今後の方向性

感染症予防に配慮しながら、授業を行う方法を学校と協議しながら実施していきます。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

福祉教育推進指定校

連絡会の実施
11 人 10人 11 人

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

福祉についての講座 158 人 163人 ６０人

認知症サポーター養成

講座（社会福祉協議会

実施分）

296 人 337人 ２００人

車いす体験教室 367 人 284人 ２００人

高齢者疑似体験 34 人 0人 １０人



79

（ウ）啓発活動の推進

現状と課題

地域での助け合い活動や住民にとって必要な福祉に関する情報を定期的に発行し、市内全

戸へ配付した。

■啓発活動の状況

今後の方向性

令和２年度より、年４回の発行から年６回の発行と変更となっています。今後とも、より

早く、より多くの情報を住民に伝える必要があります。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

社協だより「あいおいの

福祉」の発行回数
年４回全戸配布 年４回全戸配布 年６回全戸配布
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［基本目標４］持続可能な介護保険事業の基盤づくり

（１）介護サービスの充実
介護が必要になっても在宅生活を続けていけるよう、高齢者一人ひとりに応じたサービス提供

や 24 時間対応等のサービス整備を推進します。

さらに、今後増加が予測される 75 歳以上の後期高齢者や認知症高齢者等、医療と介護の両方

を必要とする人に対応できるよう「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」や「小規模多機能型居

宅介護」等の普及に努めます。

（２）介護サービスの質の向上
ア 苦情・相談等への対応

現状と課題

介護保険事業において、介護サービスの質の確保は重要な課題であり、利用者からの苦情

や相談に迅速に対応し、適切なサービス提供につなげる必要があります。

そのため、利用者をはじめとする住民からの苦情や相談、意見を随時受け付け、担当課で

の情報共有を図るとともに、関係機関と連携し、事業者の協力を求めながら迅速な解決に努

めています。また、兵庫県介護保険審査会や兵庫県国民健康保険団体連合会等との連携を図

りながら、サービス利用者に対する適切な助言と介護サービス事業者に対する必要な指導を

行っています。介護サービス事業者の状況把握を行うとともに、関係機関の情報共有が必要

となります。

■苦情・相談等への対応状況

今後の方向性

定期的に介護サービス事業者に対する助言・指導に努めるとともに、日頃より事業所への

訪問や連絡会議への参加等により情報及び対応の共有を図ります。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

苦情受付 3 件 7件 5件
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イ 介護サービス事業者に対する助言・指導

現状と課題

利用者の希望や生活環境、経済環境等に配慮しながら、利用者の自立支援に資するような

適切なサービスが提供されるよう、県との合同監査による介護サービス事業者の適正な事業

運営を確保するとともに、市が指定・指導権限を有する地域密着型サービス事業者等につい

て、適切な指導・監督に努めています。

また、介護サービス事業者の不正請求並びに事業者の指定取消に至る悪質な事例発生を未

然に防ぐため、定期的に事業者へ自己点検をシートの提出を求め、書面審査を実施していま

す。さらなるサービス向上につながるよう、介護サービス事業者への的確な指導を行ってい

く必要があります。

■介護サービス事業者に対する助言・指導の状況

今後の方向性

利用者の希望や生活環境、経済環境等に配慮しながら、利用者の自立支援に資するよう、

適切なサービスが提供されなければなりません。そのため、介護サービスの質の向上に結び

つくような、実効性のある指導の実施を目指していきます。

（３）サービスを円滑に利用するための支援
ア 利用者のサービス選択に対する支援

現状と課題

要介護（支援）高齢者が自ら介護保険サービスを選択できるよう、サービスに関する情報

を適切に提供することが求められます。

そのため、介護サービス事業者のサービス内容を適宜更新し、窓口及び市ホームページで

の積極的な情報提供を通じて、わかりやすいサービス利用の支援を進めていきます。

また、介護サービス事業者に向けては、引き続き、「介護サービス情報の公表」制度の周

知を行い、利用者やその家族が適切な介護サービス事業者を選択・評価することができるよ

う支援していきます。

今後の方向性

サービス等の選定にあたって、引き続き公正中立に情報を提供するよう努めます。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

県との合同監査 2 回 2回 1回

市による実地指導 4 回 9回 6回
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イ 低所得者への支援

現状と課題

健全な介護保険制度運営に向け、保険料段階の細分化と公費投入を通じて低所得者の保険

料軽減を行う仕組みづくりに取り組みます。

また、社会福祉法人が低所得で特に生計が困難である人の介護保険サービスの利用負担を

軽減した場合には、当該社会福祉法人へ助成を行う「社会福祉法人等利用者負担額軽減制度

事業」の活用促進に努めるとともに、未実施法人に対しては、この制度の趣旨について周知

を行い、利用促進を図ります。

■低所得者への支援状況

今後の方向性

継続して事業の周知を図っていきます。

（４）介護給付適正化の推進【重点項目】
ア 介護給付費通知

現状と課題

適切な介護サービスの利用につなげるため、居宅サービス、施設サービスなどにかかわら

ず、年 3回、各 4か月分の介護サービス実績をすべての利用者に郵送しています。引き続き

郵送することで、利用者に適切な介護サービスの利用を促すとともに、チラシの同封による

制度やサービス内容に関する周知・啓発に取り組みます。

■介護給付費の通知状況

今後の方向性

利用者に適切な介護サービスの利用を促すとともに、不正防止の一助としても、今後とも

実施していきます。

また、指導監査体制についても職員の技術力向上を図るとともに、地域密着型事業所にお

ける運営推進会議がチェック機関としての機能を果たすよう、指導・助言を行います。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

社福軽減確認証

発行件数
3 件 3件 2件

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

通知回数 3 回 3回 2回

通知件数 4,651 件 4,741 件 4,950件
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イ 縦覧点検・医療情報との突合

現状と課題

医療情報等と突合を行い、医療と介護の重複での請求の確認を行っています。また、国保

連合会へ縦覧点検を委託し、請求内容の確認を早期に行っています。

■介護給付費適正化システムの活用状況

今後の方向性

効率的な確認方法の構築のため、各種研修に参加し、情報を得ながら確認作業に取り組み

ます。

ウ 要介護認定の適正化

現状と課題

適切かつ公平な要介護認定を行うため、認定調査の際に、調査対象者の人権の尊重や身体

状況について十分配慮するよう努めるとともに、調査の公平・公正を確保するため、調査員

を対象とした研修会などを実施します。また、適正化調査員により、個別に提出される認定

調査票についても、確認、随時記入とともに、内容の見直し等を行います。

今後の方向性

認定調査結果の点検には、経験や専門的な知識が必要となるため、専任の職員を養成しな

がら、引き続き要介護認定の適正化に取り組みます。

エ ケアプランの点検

現状と課題

ケアプラン点検の実施は、自立支援型地域ケア会議及びケアマネ支援会議において、基本

となる事項を介護支援専門員とともに、確認検証しながら、介護支援専門員の「気づき」を

促すとともに、「自立支援に資するケアマネジメント」の実践に向けた取り組みを実施しま

す。

項 目 平成 30年度 平成31/令和元年度 令和２年度（見込）

過誤申立件数 430 件 27件 12件

過誤申立金額 3,812 千円 459 千円 204千円

ケアプラン点検件数 14 件 36件 20件
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＜介護給付適正化の推進＞
【ケアプラン点検件数】

現状値 目標値

20 件 30 件

（令和２年度（見込）） （令和５年度）

今後の方向性

引き続き、自立支援型地域ケア会議及びケアマネ支援会議において、市の職員が「ケアプ

ラン点検」の立場で会議に出席し、介護支援専門員の作成したケアプラン等を一緒に確認す

ることで、介護支援専門員の悩みやつまずきを把握し、自立支援に向けたケアプラン作成へ

の支援を行います。

オ 住宅改修の点検等

現状と課題

利用者の実態に沿って適切な住宅改修が行われるよう、改修費が高額と考えられるもの、

改修規模が大きく複雑であるものについては、工事着工前の利用者宅の状況確認や工事見積

書の点検を行っています。

状況確認には、社会福祉士や保健師、建築担当職員が立ち会い、工事の必要性を判断して

います。より改修効果を高めるために、引き続き点検等を実施する必要があります。

今後の方向性

引き続き申請内容を十分に確認し、被疑があった場合は適切な処理を行います。また、福

祉用具利用者等に対する訪問調査等を行い、福祉用具の必要性や利用状況等を確認していき

ます。

施策にかかる目標の設定
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（５）介護人材の確保に向けた取り組み
ア 介護人材の確保と育成

現状と課題

増大する福祉・介護ニーズに対応できる、質の高い介護人材の安定的な確保と定着が喫緊

の課題となっています。県が実施する「介護人材・定着支援事業」等の施策を参考にし、関

係機関・団体・施設・事業所と協力して、地域の特性を踏まえた持続的な介護人材確保に取

り組む必要があります。

今後の方向性

人材の確保・定着や人材育成を目的とした研修や、利用者の苦情や指摘事項を業務改善に

つなげるセミナー等を市内介護サービス事業者へ案内し、介護サービス事業者の質の向上を

図っていきます。また、介護サービス事業者の垣根を越えた事業者間での業務の一部委託・

集約化について関係機関とともに検討していきます。

イ 担い手のすそ野拡大に向けた取り組み

現状と課題

今後、より一層高まる介護サービス需要に対応するため、福祉分野への多様な人材の新規

参入を促進するための取り組みを検討する必要があります。

今後の方向性

中高年向けの新規参入促進について、高齢者の豊富な知識や経験を生かし、「自分はこん

なことができる」、「地域に役立つ活動をしてみたい」等の思いを持った高齢者の活力をボ

ランティア活動や就労等につなげていくため、きっかけとなる施策を検討していきます。
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第５章 介護保険サービス

１ 介護保険サービスの見込量と供給体制

サービス見込量については、第７期計画期間の給付実績及びアンケート結果、各種サービスの

整備方針等を参考に推計を行いました。今後、要介護認定者の増加により、サービス利用は増加

するものと見込まれます。

なお、表中の数値は、月間の利用者数、利用日数及び利用回数を示します。

（１）居宅サービス
ア 訪問介護

介護福祉士、ホームヘルパー等が居宅を訪問して、入浴、排せつ、食事等の介護や、その

他の日常生活での支援を行います。

イ 訪問入浴介護／介護予防訪問入浴介護

居宅を訪問し、浴槽を提供して入浴の介護を行います。

実績値 推計値

平成30
年度

平成31/
令和元
年度

令和２
年度
（見込）

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和 22
年度

介護給付

（回/月）
4,106 3,847 4,049 4,293 4,475 4,574 4,517 4,517

介護給付

（人/月）
184 186 187 205 212 216 216 210

実績値 推計値

平成30
年度

平成31/
令和元
年度

令和２
年度
（見込）

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和 22
年度

介護給付

（回/月）
47 49 53 59 63 63 63 66

介護給付

（人/月）
11 11 14 14 15 15 15 16

予防給付

（回/月）
0 0 0 0 0 0 0 0

予防給付

（人/月）
0 0 0 0 0 0 0 0

５



87

ウ 訪問看護／介護予防訪問看護

看護師、保健師、准看護師、理学療法士または作業療法士が居宅を訪問して、療養上の世

話や必要な診療の補助を行います。

エ 訪問リハビリテーション／介護予防訪問リハビリテーション

居宅において、心身の機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるための理学療法、

作業療法、その他必要なリハビリテーションを行います。

実績値 推計値

平成30
年度

平成31/
令和元
年度

令和２
年度
（見込）

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和 22
年度

介護給付

（回/月）
747 790 1,045 933 983 1,019 995 1,000

介護給付

（人/月）
81 84 98 81 85 88 86 86

予防給付

（回/月）
282 279 257 289 289 297 313 274

予防給付

（人/月）
30 32 33 37 37 38 40 35

実績値 推計値

平成30
年度

平成31/
令和元
年度

令和２
年度
（見込）

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和 22
年度

介護給付

（回/月）
433 498 511 545 559 571 562 559

介護給付

（人/月）
38 42 43 46 47 48 47 47

予防給付

（回/月）
191 201 203 203 203 218 218 180

予防給付

（人/月）
15 15 15 15 15 16 16 13
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オ 居宅療養管理指導／介護予防居宅療養管理指導

病院、診療所または薬局の医師、歯科医師、薬剤師、歯科衛生士、管理栄養士等が居宅を

訪問して、療養上の管理及び指導を行います。

カ 通所介護

デイサービスセンター等に通う要介護者に対し、施設において、入浴、食事の提供等日常

生活での支援や機能訓練を行います。

キ 通所リハビリテーション／介護予防通所リハビリテーション

介護老人保健施設、病院、診療所等に通う要介護者等に対し、施設において心身の機能の

維持回復を図り、日常生活の自立を助けるための理学療法、作業療法その他必要なリハビリ

テーションを行います。

実績値 推計値

平成30
年度

平成31/
令和元
年度

令和２
年度
（見込）

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和 22
年度

介護給付

（人/月）
71 83 136 133 139 142 141 139

予防給付

（人/月）
2 3 9 11 11 11 11 9

実績値 推計値

平成30
年度

平成31/
令和元
年度

令和２
年度
（見込）

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和 22
年度

介護給付

（回/月）
1,254 1,272 1,092 1,163 1,163 1,198 1,199 1,135

介護給付

（人/月）
141 145 112 124 124 128 128 121

実績値 推計値

平成30
年度

平成31/
令和元
年度

令和２
年度
（見込）

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和 22
年度

介護給付

（回/月）
969 1,182 1,338 1,298 1,347 1,387 1,370 1,323

介護給付

（人/月）
117 143 160 157 163 168 166 160

予防給付

（人/月）
34 53 82 71 73 75 77 67
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ク 短期入所生活介護／介護予防短期入所生活介護

介護老人福祉施設等に短期入所している要介護者等に対し、施設において、入浴、排せつ、

食事等の介護等日常生活での支援や機能訓練を行います。

ケ 短期入所療養介護／介護予防短期入所療養介護

介護老人保健施設、介護療養型医療施設等に短期入所している要介護者等に対し、 看護、

医学的管理のもとにおける介護、機能訓練、その他必要な医療や日常生活上の支援を行いま

す。

実績値 推計値

平成30
年度

平成31/
令和元
年度

令和２
年度
（見込）

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和 22
年度

介護給付

（日/月）
1,158 987 959 982 1,013 1,031 1,036 1,037

介護給付

（人/月）
84 79 76 79 82 83 84 82

予防給付

（日/月）
7 3 2 5 5 5 5 5

予防給付

（/月）
2 1 1 2 2 2 2 2

実績値 推計値

平成30
年度

平成31/
令和元
年度

令和２
年度
（見込）

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和 22
年度

介護給付

（日/月）
80 67 82 62 87 89 83 89

介護給付

（人/月）
9 9 12 14 16 17 16 17

予防給付

（日/月）
1 1 0 0 0 0 0 0

予防給付

（人/月）
0 0 0 0 0 0 0 0
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コ 特定施設入居者生活介護／介護予防特定施設入居者生活介護

有料老人ホーム、軽費老人ホーム等に入所している要介護者等に対し、その施設が提供す

るサービスの内容、担当者等を定めた計画に基づき、入浴、排せつ、食事等の介護、その他

の日常生活での支援、機能訓練、療養上の世話を行います。

サ 福祉用具貸与／介護予防福祉用具貸与

福祉用具のうち、車いす、車いす付属品、特殊寝台、特殊寝台付属品、床ずれ防止用具、

体位変換器、手すり、スロープ、歩行器、歩行補助つえ、認知症老人徘徊感知機器、移動用

リフト、自動排泄処理装置を貸与します。

シ 特定福祉用具購入／特定介護予防福祉用具購入

福祉用具のうち、腰掛便座、自動排泄処理装置（交換可能部品）、入浴補助用具、簡易浴

槽、移動用リフトのつり具の部分を購入した際に、福祉用具の購入費の一部を支給します。

実績値 推計値

平成30
年度

平成31/
令和元
年度

令和２
年度
（見込）

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和 22
年度

介護給付

（人/月）
79 78 78 80 83 83 87 85

予防給付

（人/月）
20 14 10 12 12 12 12 10

実績値 推計値

平成30
年度

平成31/
令和元
年度

令和２
年度
（見込）

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和 22
年度

介護給付

（人/月）
390 407 434 428 446 454 452 446

予防給付

（人/月）
191 200 221 218 223 228 234 202

実績値 推計値

平成30
年度

平成31/
令和元
年度

令和２
年度
（見込）

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和 22
年度

介護給付

（人/月）
7 9 10 9 9 9 9 9

予防給付

（人/月）
6 5 8 5 5 5 5 5
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ス 住宅改修／介護予防住宅改修

在宅での介護に必要な住宅改修費（手すりの取り付けや段差の解消等）を支給するサービ

スです。

セ 居宅介護支援／介護予防支援

居宅サービス等を適切に利用できるよう、サービスの種類、内容等を定めた計画（ケアプ

ラン）を作成するとともに、サービス事業者等との連絡調整や、その他の必要な支援を行う

サービスです。

（２）地域密着型サービス
ア 定期巡回・随時対応型訪問介護看護

日中･夜間を通じて、訪問介護と訪問看護が一体的にまたは密接に連携しながら、定期巡回

と随時の対応を行うサービスです。

実績値 推計値

平成30
年度

平成31/
令和元
年度

令和２
年度
（見込）

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和 22
年度

介護給付

（人/月）
8 7 10 11 11 11 11 11

予防給付

（人/月）
9 8 9 8 8 10 10 8

実績値 推計値

平成30
年度

平成31/
令和元
年度

令和２
年度
（見込）

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和 22
年度

介護給付

（人/月）
525 567 578 602 625 638 638 620

予防給付

（人/月）
235 248 275 277 283 288 295 256

実績値 推計値

平成30
年度

平成31/
令和元
年度

令和２
年度
（見込）

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和 22
年度

介護給付

（人/月）
1 5 5 4 4 4 4 4
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イ 夜間対応型訪問介護

夜間において、①定期的な巡回による訪問介護サービス、②利用者の求めに応じた随時の

訪問介護サービス、③利用者の通報に応じて調整・対応するオペレーションサービスを行い

ます。

本市においては、既存の事業所での対応が可能かどうかを含め、今後のニーズの変化を見

守りながら、必要となった場合にはその整備について検討していきます。

ウ 認知症対応型通所介護／介護予防認知症対応型通所介護

認知症のある居宅の要介護者等を対象に、デイサービスセンター等で、当該施設において、

入浴、排せつ、食事等の介護、その他の日常生活での支援及び機能訓練を行います。

単独型及び共用型認知症対応型通所介護サービスの指定を希望する事業者については、地

域特性やサービス量を勘案しながら柔軟に対応します。

エ 小規模多機能型居宅介護／介護予防小規模多機能型居宅介護

居宅の要介護者等を対象に、小規模な住居型の施設で通いを中心としながら、訪問、短期

の宿泊等を組み合わせ、入浴、排せつ、食事等の介護や日常生活での支援及び機能訓練を行

います。

実績値 推計値

平成30
年度

平成31/
令和元
年度

令和２
年度
（見込）

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和 22
年度

介護給付

（回/月）
204 201 179 201 208 222 222 208

介護給付

（人/月）
27 26 26 29 30 32 32 30

予防給付

（回/月）
2 5 3 10 10 13 13 10

予防給付

（人/月）
1 1 1 4 4 5 5 4

実績値 推計値

平成30
年度

平成31/
令和元
年度

令和２
年度
（見込）

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和 22
年度

介護給付

（人/月）
85 75 67 70 74 76 74 76

予防給付

（人/月）
14 12 11 17 18 19 19 16
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オ 認知症対応型共同生活介護／介護予防認知症対応型共同生活介護

認知症のある要介護者等を対象に、共同生活を営むべき住居において、入浴、排せつ、食

事の介護や日常生活での支援及び機能訓練を行います。

カ 地域密着型特定施設入居者生活介護

介護保険の指定を受けた入居定員が 29 人以下の介護付有料老人ホーム、養護老人ホーム、

軽費老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅等が、入居している利用者に対して入浴・排

せつ・食事等の介護、その他必要な日常生活上の支援を行います。

本市においては、今後のニーズの変化を見守りながら、必要となった場合にはその整備に

ついて検討

キ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

定員 29 人以下の小規模で運営される介護老人福祉施設に入所する要介護者に対し、入浴、

排せつ、食事等の介護、その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話

を行います。

ク 看護小規模多機能型居宅介護

訪問看護と小規模多機能型居宅介護を組み合わせて提供する「看護小規模多機能型居宅介

護」等、複数の居宅サービスや地域密着型サービスを組み合わせて提供するサービスです。

本市においては、今後のニーズの変化を見守りながら、必要となった場合にはその整備に

ついて検討していきます。

実績値 推計値

平成30
年度

平成31/
令和元
年度

令和２
年度
（見込）

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和 22
年度

介護給付

（人/月）
76 77 82 83 85 87 90 85

予防給付

（人/月）
0 0 0 0 0 0 0 0

実績値 推計値

平成30
年度

平成31/
令和元
年度

令和２
年度
（見込）

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和 22
年度

介護給付

（人/月）
0 0 0 0 0 0 29 29
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ケ 地域密着型通所介護

介護保険法の改正により、平成 28 年 4 月に通所介護事業所のうち定員 19 名未満の事業所

が地域密着型サービスに移行しました。

地域密着型サービスの中でも、特に利用の多いサービスとなっています。

（３）施設サービス
ア 介護老人福祉施設

介護老人福祉施設に入所する要介護者に対し、施設サービス計画に基づき、入浴、排せつ、

食事等の介護、その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行いま

す。

イ 介護老人保健施設

介護老人保健施設に入所する要介護者に対し、施設サービス計画に基づき、看護、医学的

管理のもとにおける介護、及びその他必要な医療、並びに日常生活での世話を行います。

実績値 推計値

平成30
年度

平成31/
令和元
年度

令和２
年度
（見込）

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和 22
年度

介護給付

（回/月）
1,160 1,382 1,427 1,429 1,483 1,508 1,513 1,478

介護給付

（人/月）
126 149 158 166 172 175 176 171

実績値 推計値

平成30
年度

平成31/
令和元
年度

令和２
年度
（見込）

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和 22
年度

介護給付

（人/月）
187 196 199 199 200 201 224 225

実績値 推計値

平成30
年度

平成31/
令和元
年度

令和２
年度
（見込）

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和 22
年度

介護給付

（人/月）
102 94 104 99 100 101 110 109
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ウ 介護療養型医療施設

介護療養型医療施設の療養病床等に入院する要介護者に対し、施設サービス計画に基づき

療養上の管理、看護、医学的管理のもとにおける介護、その他の世話及び機能訓練、その他

必要な医療を提供します。

なお、介護療養型医療施設は、令和５年度末までに介護医療院へと移行することとなって

います。

エ 介護医療院

介護療養病床からの転換先として新たに創設された施設で、日常的な医学管理が必要な重

介護者の受け入れや看取り・ターミナル等の機能と、生活施設としての機能を兼ね備えた施

設です。

実績値 推計値

平成30
年度

平成31/
令和元
年度

令和２
年度
（見込）

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和 22
年度

介護給付

（人/月）
1 0 0 0 0 0

実績値 推計値

平成30
年度

平成31/
令和元
年度

令和２
年度
（見込）

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和 22
年度

介護給付

（人/月）
0 1 1 1 1 1 1 1
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２ 介護保険事業費の見込みと今後の保険料

（１）介護給付推計（居宅サービス／地域密着型サービス／施設サービス）
ア 介護給付推計（居宅サービス／地域密着型サービス／施設サービス）

（単位：千円）

※給付費は年間累計の金額です。

※各サービス費の小数点以下を四捨五入しているため、合計額が合わない場合があります。

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和22
年度

（１）居宅サービス 818,808 850,553 867,149 867,979 859,249

①訪問介護 152,289 158,943 162,420 160,334 160,795

②訪問入浴介護 8,372 8,930 8,930 8,930 9,483

③訪問看護 47,867 50,531 52,298 50,937 51,413

④訪問リハビリテーション 18,707 19,186 19,615 19,284 19,186

⑤居宅療養管理指導 14,177 14,815 15,139 15,022 14,768

⑥通所介護 99,494 99,549 102,519 102,393 97,926

⑦通所リハビリテーション 125,831 130,994 135,491 132,944 129,207

⑧短期入所生活介護 91,103 94,084 95,744 95,784 96,687

⑨短期入所療養介護 7,389 10,349 10,574 9,893 10,574

⑩福祉用具貸与 63,601 66,699 67,946 67,024 67,453

⑪特定福祉用具購入費 3,638 3,638 3,638 3,638 3,638

⑫住宅改修費 11,407 11,407 11,407 11,407 11,407

⑬特定施設入居者生活介護 174,933 181,428 181,428 190,389 186,712

（２）地域密着型サービス 581,500 605,570 619,549 718,189 708,364

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護 5,991 5,994 5,994 5,994 5,994

②夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0

③認知症対応型通所介護 24,570 25,405 27,066 27,066 25,405

④小規模多機能型居宅介護 170,008 181,716 185,995 179,986 187,999

⑤認知症対応型共同生活介護 251,154 257,347 263,316 272,451 257,784

⑥地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0

⑦地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0 0 0 0

⑧看護小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 0

⑨地域密着型通所介護 129,777 135,108 137,178 95,539 95,539

（３）施設サービス 929,714 936,607 943,040 1,042,087 1,042,805

①介護老人福祉施設 610,596 614,009 617,083 687,638 690,281

②介護老人保健施設 314,708 318,186 321,545 350,037 348,112

③介護医療院 4,410 4,412 4,412 4,412 4,412

④介護療養型医療施設 0 0 0

（４）居宅介護支援 108,452 112,862 115,251 114,925 112,216

介護給付費計 2,438,474 2,505,592 2,544,989 2,743,180 2,722,634

算定中
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イ 予防給付推計（居宅サービス／地域密着型サービス）

（単位：千円）

※各サービス費の小数点以下を四捨五入しているため、合計額が合わない場合があります。

令和3
年度

令和4
年度

令和5
年度

令和7
年度

令和22
年度

（１）介護予防サービス 84,451 85,558 89,827 91,817 78,850

①介護予防訪問入浴介護 0 0 0 0 0

②介護予防訪問看護 11,991 11,998 12,343 12,963 11,378

③介護予防訪問リハビリテーション 6,863 6,866 7,394 7,394 6,073

④介護予防居宅療養管理指導 937 938 938 938 760

⑤介護予防通所リハビリテーション 27,126 27,866 28,591 29,533 25,909

⑥介護予防短期入所生活介護 473 473 473 473 473

⑦介護予防短期入所療養介護 0 0 0 0 0

⑧介護予防福祉用具貸与 15,219 15,569 15,901 16,329 14,165

⑨特定介護予防福祉用具購入費 1,263 1,263 1,263 1,263 1,263

⑩介護予防住宅改修 9,642 9,642 11,981 11,981 9,642

⑪介護予防特定施設入居者生活介護 10,937 10,943 10,943 10,943 9,187

（２）地域密着型介護予防サービス 13,794 14,403 15,751 15,751 13,202

①介護予防認知症対応型通所介護 895 896 1,194 1,194 896

②介護予防小規模多機能型居宅介護 12,899 13,507 14,557 14,557 12,306

③介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 0 0 0

（３）介護予防支援 14,786 15,115 15,382 15,756 13,671

予防給付費計 113,031 115,076 120,960 123,324 105,723

算定中
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ウ 総標準給付費

（単位：円）

エ 地域支援事業費

（単位：円）

令和3年度 令和 4年度 令和5年度 合 計

総給付費 2,551,505,000 2,620,668,000 2,665,949,000 7,838,122,000

特定入所者介護サービス費等

給付額（財政影響額調整後）
75,903,332 69,058,546 70,147,244 215,109,122

高額介護サービス費等給付額

（財政影響額調整後）
63,006,971 63,998,800 65,002,566 192,008,337

高額医療合算介護サービス費

等給付額
12,300,000 12,592,857 12,790,365 37,683,222

算定対象審査支払手数料 2,080,000 2,129,504 2,162,940 6,372,444

審査支払手数料支払件数 40,000 40,952 41,595 122,547

標準給付費見込額 2,704,795,303 2,768,447,707 2,816,052,115 8,289,295,125

令和3年度 令和 4年度 令和5年度 合 計

地域支援事業費 172,777,013 182,269,400 185,461,786 540,508,199

介護予防・日常生活支援総

合事業費
99,253,590 104,456,687 104,859,783 308,570,060

包括的支援事業（地域包括

支援センターの運営）及び

任意事業費

53,157,371 55,617,645 58,077,919 166,852,935

包括的支援事業（社会保障

充実分）
20,366,052 22,195,068 22,524,084 65,085,204

算定中

算定中
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（２）介護保険料の設定
ア 介護保険の財源構成

介護保険の財源については、利用者の負担額を除いた介護給付にかかる費用（給付費）の

50％を保険料、残り 50％を税金等の公費で賄うこととなっており、第１号被保険者は給付費

の 23％を負担することになります。

ただし、調整交付金の割合によって、第１号被保険者の負担割合は増減します。

また、地域支援事業のうち、包括的支援事業・任意事業の財源については、第１号被保険

者の保険料と公費で構成されます。

■介護保険の財源構成

※国調整交付金は介護保険制度全体の給付費のうち 5％を占め、各市町村間にある財務力の格差を是正する

ために国が負担します。高齢化率の高い自治体や、低所得者の割合が高い自治体、被災した自治体など

には多く配分されます。

居宅介護給付 施設給付

地域支援事業費

介護予防事業費

（介護予防事業・

日常生活支援

総合事業費）

包括的支援事業

任意事業費

国 20.0％ 15.0％
25.0％ 38.5％

国調整交付金 5.0％

県 12.5％ 17.5％ 12.5％ 19.25％

市 12.5％ 12.5％ 19.25％

第１号被保険者 23.0％ 23.0％ 23.0％

第２号被保険者 27.0％ 27.0％

確認中
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イ 保険料基準額の算出

令和 3年度から令和 5年度までの 3年間の標準給付見込み額、地域支援事業費等をもとに、

第１号被保険者の保険料を以下のように算定しました。

■保険料基準額の算定

（単位：円）

※財政安定化基金拠出金見込額は、各都道府県は基金の保有状況を考慮し適切な拠出率を条例で定めるこ

とができる。

■参考

令和3年度 令和 4年度 令和5年度 合 計

標準給付費見込額（①） 2,704,795,303 2,768,447,707 2,816,052,115 8,289,295,125

地域支援事業費（②） 172,777,013 182,269,400 185,461,786 540,508,199

介護予防・日常生活支援総合

事業費（②’）
99,253,590 104,456,687 104,859,783 308,570,060

第 1号被保険者負担分及び

調整交付金相当額

(③＝((①＋②)×23％)+

((①＋②’)×5％))

802,044,077 822,310,154 836,393,792 2,460,748,024

調整交付金見込額

（④＝(①＋②)×各年度交付割合）
162,074,000 169,214,000 180,512,000 511,800,000

財政安定化基金拠出金見込額※

（⑤＝（①＋②）× ％）

介護保険給付準備基金取崩額

（⑥）
185,000,000

第８期保険料収納必要額

（⑦＝③－④＋⑤－⑥）
1,763,948,024

予定保険料収納率（⑧） 99.50％

所得段階別加入割合補正後

被保険者数（⑨）
9,950 9,868 9,726 29,544

年額保険料基準額

（⑦÷⑧÷⑨）

月額保険料基準額

（⑦÷⑧÷⑨÷12）

令和7年度 令和 22年度

月額保険料基準額 算定中 算定中

算定中
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ウ 所得段階別の保険料

第１号被保険者の所得段階別保険料は、被保険者の負担能力に応じたよりきめ細やかな所

得段階区分設定を行います。

所得段階 対象者
基準額に対する

割合
月 額 年 額

第 1段階

・生活保護を受けている方

（世帯全員が市民税非課税）

・老齢福祉年金の受給者

・本人課税対象年金収入額＋

合計所得金額が 80 万円以下の方

基準額×0.5

第 2 段階

（世帯全員が市民税非課税）

・本人課税対象年金収入額＋

合計所得金額が 80 万円を超え

120 万円以下の方

基準額×0.7

第 3 段階

（世帯全員が市民税非課税）

・本人課税対象年金収入額＋

合計所得金額が 120 万円を

超える方

基準額×0.75

第 4 段階

（同世帯に市民税課税者あり）

・本人市民税非課税で、公的年金等

収入＋合計所得金額が 80 万円以

下の方

基準額×0.85

第 5 段階

（同世帯に市民税課税者あり）

・本人市民税非課税で、公的年金等

収入＋合計所得金額が 80 万円を

超える方

基準額×1.0

第 6 段階
・本人市民税課税で、合計所得金額

が 60 万円未満の方
基準額×1.15

第 7 段階
・本人市民税課税で、合計所得金額

が 60 万円以上 120 万円未満の方
基準額×1.2

第 8 段階
・本人市民税課税で、合計所得金額

が120万円以上210万円未満の方
基準額×1.3

第 9 段階
・本人市民税課税で、合計所得金額

が210万円以上320万円未満の方
基準額×1.5

第 10 段階
・本人市民税課税で、合計所得金額

が 320 万円以上の方
基準額×1.7

算定中
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第６章 計画の推進にあたって

１ 介護保険審議会における点検・評価

（１）介護保険審議会の設置
介護保険事業の運営に関する課題に適切に対応するため、学識経験者、保健・医療又は福祉の

各分野の代表、被保険者の代表、公募による市民の代表及び市行政機関の代表から構成される「相

生市介護保険審議会」を設置しています。

審議会では、介護保険サービスの利用に関する実態調査の結果や利用者からの相談、苦情の内

容等をもとに、事業運用の課題やサービス提供状況を把握・評価し、計画の進行管理を行います。

なお、「高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画」策定年度においては、県支援計画との整

合性を図るため、県福祉関連部署の職員を臨時委員としています。

（２）介護保険審議会における点検・評価
本計画における施策の推進にあたっては、行政だけでなく、市民、企業、サービス事業者、関

係団体等との連携のもと、官民一体となって取り組む必要があります。

そのため、相生市介護保険審議会において、高齢者施策全般の推進と充実という観点から、毎

年度、計画の実施及び進捗状況の点検・評価を行います。

２ 関係機関との連携の推進

「地域ケア会議」、「地域包括支援センター運営協議会」等を通して、保健・医療・福祉分野

に携わる実務レベルでの事業の調整や情報交換及び意見交換を行います。

また、関連する多様な組織間の連携を強化し、高齢者や家族のニーズに即した高齢者施策が展

開できるよう、体制の強化に努めます。

３ 住民への情報提供の強化

介護保険サービスと高齢者福祉サービスの円滑な実施を図るためには、住民の理解と協力が不

可欠です。

そのため、被保険者をはじめ広く住民に対して、広報紙やインターネット等を通じて介護保険

制度の趣旨を伝え、介護保険制度に関する情報提供に努めるとともに、相談窓口を設け、誰でも

気軽に相談できるよう配慮します。

６


